








































称は「団体の基礎構造に関する調査」チーム， JapanInterest Group Study略
称JIGSである。現在の比較研究全体の正式英文名は Cross-nationalSurvey on 
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口 日本(J) □ 米国(U)
176 表の注 * < 0.01 ** < 0.01 
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そがすべて」 (Bentley1908, 邦訳 19団）かもしれない。
後に詳しく述べることになる（第12章歴史的形成）が，時代とともに集団
現象はあるし，集団とともに時代が移ろうのである。日本において集団が噴
































































































この模式図は， ライト・ ミルズ（邦訳 lS69)のパワー・エリートモデルを
初彿とさせる。また，これを水平に附きなおせばイーストン（片岡監訳
1980)やアーモンド (Almondand Powel 19%)の政治システムモデルや構造
機能分析モデルと相似の図式となる。上下を逆転させれば漏斗状になるが．
これもノークたちの政策ネットワーク ヘの参与図式 (Knoke,Pappi, Broad-











































体といってもよいが本研究で用いる分類の市民団体と紛らわしいので， こ. . . . . .  . . 















ただ私たちは．営利企業営利企業に準じた民間（私立）の病院 ・学校.......... ........ 
宗教組織としての教会 ・奇院は社会集団として扱い．市民社会組織の対象. . . . . . . . . . . . . .  . . . . . . . . . 
から外した。構成員に報酬を与える組織は営利企業に準じた組織とした。教
． ．．．． ． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
会 ・寺I院は， 家族親放などのような純粋に私的な組織に雄じた組織とみな．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
した。 しかし．これらが下記の意味で利益集団化する可能収「は否定できない。










但）文化組織（集団的な権利 ・価値• 主義 ・信念 ・依徴を擁護する宗教，
民族共同体などの組織）
(r)楕報・敦育組織（利益を求めてであれそうでないものであれ、公共





















































．．．．．亀. . . . . . . . . . . . 
私たちの定義では政治 ・政策閲心を有した市民社会組織が利益団体であ
る。 この定筏と先の公共性を意識した組織としての市民社会組織の定義とは
本質的に異なるものではない。 本研究では後述（第 3箪） のように調沓し
た組織のほぼ100%が政第関心をもっており，市民社会組織と利益団（本は実. . . . . . . 
態的にはほぼ同義と考えても差し支えない。社会過杵での存在形態が，市民
社会組織 (b.c)でありそれが政治過程，政第過程に参入すると利益団体
(cl, e, f, g, h, i) となるのである。ただその境目は曖味である。 この両
者を指して． 一般に使われる用冶を使って、 「団体」と略称する ことが多い。






































しかし， ここにも 1, 点だけ共通点が存在する。ここに述べられた全ての集
26 































l尽 庁論：本翡のモデル・構成・見）j 27 
ーチは補完的であり，私たちも並行して遂行している。
















































































































































































75, I S'.l 82, l 90 
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かったことがわかる（官僚，与党野党は比較の目安として掲載）。他方で，

















l ,;i 庁論 本晶のモデル・構成・ 見}j 33 
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NCO. 市民而動ロヒー (i-• ロヒイストIとし＼う表現て）
該‘りな し
NPO 
利益集団利益Irl f卜、 diL(活動ネ J トワーク（人間関
係を意味するものとしては木た(fー(rせず） 政策ネットワ
クー



































































でと りあげられることのすく なかった． 政治（木制の内奥の社り明に光をあて、
そこのうごめくもののなかに 現代日木の政治過程のカラクリを易lj袂するこ
とを目的とする」（日木政治学会編 1%0: :-i) と辿べたように 政治学者が
健全なジャーナリスティックな精神をもって時代と格闘する限り，集団分析
は必要な作業である。




































































































代表的なものとして村松岐火の「官原調査 (1次， 2次）」（村松ほか 1981),
三宅一郎ほかの「エリートの平等観調査」（三宅ほか 1985),村松ほかの 屯廿






















































































容を紹介できないが全（木として見る と， 9割の団（本は協力団休を持ってお り



















































































































































































































くこ とも重要ではないかと総拮できる。こ こで先の図 l-lのよ うな社会過程
















































政府などの GO,Governmental Organization). および営利企業 (PO,Profit 





























る名簿が存在する。外国の研究では例えばEncyclopediaof Association (Gale 
Research Company), Washington Representatives (Columbia Books), Yearbook 
of International 01ganizations (K G. Saur), Directory of Association in Cana.da 







































































































































東京 茨城 束京 茨城 東京 茨城
c組合 [ rl (本 ,120 :no ,1~0 l94 4°! 2 27 9 
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念 rn会保険） 38 l <.l 、LG 2.G 70 :30 
＠（宗教） 20 -! 0 20 :n 1 I l 0 
⑦ （政治） :rn :J'.! 29 、l7 18 :rn 
⑧ （漁業協I司料l言） lO l'.:'.: t,[ l8G 13 l~2 
⑤ （農林水飩） :n !G.! 32 t:l l l ,1 173 
⑩ （労（勅） 90 10 l 95 10 5 8.!l lO 7 


























．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． . ↑ .
人格のない社団等 普通法人； 財
I学校法人 1 ：財団法人(186,11) • I fl. j 






公共法人'：： ' ；： I ：公益法人等 労働糾合(5s.1mI商T糾合(4:3.4)I 































先行する研究の調奇票の須間を多くと りいれた。 主に参苺に したのは既に
ふれた先行するサーベイ調沓であるエ リートの平等観調査 団体調査 （第 l
























2睾 日本における利益団体研究とJIGS調杏の意義 59 














容を記すと次のようになる。 Q1 (団体分類）令 Q2 (関心のある政策分野）
Q 3 (団体の目的・活動）， Q4 (法人格の有無） • Q 5 (会員の保革イデオ
ロギー ）， Q6 (活動の地理的範囲）， Q7 (活動地域における影響力）， Q8
（国の行政機関との関係）'Q9 (自治体との関係）， QlO(行政への直接的慟
きかけ）， Qll(行政への間接的働きかけ）， Ql2(行政機関からの働きかけ）噌
Ql3 (政党支持）， Ql4(政党接触）.Q応（選挙活動）， Q16 (国の予算編成
における働きかけ）， Ql7(自治休の予算編成における働きかけ）腎 Ql8(行
政機関政党・国会議員に対する信頼） • Q 19 (政党．行政裁判所のどれが
有効か）， Q20(利益代表人数）， Q21(ロビイング）， Q22(情報源）， Q23
（個人的に接触できる有力者） • Q24 (マスコミ登場回数） • Q25 (重要政策決
定との関係）， Q26 (影響力）, Q27 (協調・対立）， Q28 (政策実施成功の有
無）， Q29(政策修正・阻止成功の有無）， Q30 (団休設立年）， Q31(団体設


























































(1) Tsujinaka (1993). 篠田 (l989)の「連合」研究．高橋 (1986)の医師会研
究などが挙げられる 3














るものである。日本の団体の罰的な囚院応餃（辻中 l9図. 19£6. Tsujinaka 










(8) 団体分類は， 9分類以外に (l)9分類の「その他Jを再コード化したもの，





























































































う 各項目への諾否だけでな く．「どれかに」肖定的なものは． まず政治化へ
の主観的関与ありと見なす（累積的な頻度割合）。 22項目の政策分野の 1つに




(Q 8、 Q9. Ql2. Qll. QlO). 政党 (Ql3. Ql4). マスメディア (Q21-11)
との関係，積極的な関係の有無を間く質問続いて予算活動 (Q16)、選挙活








定の政策や方針の頃施J 上の成功紆験 (Q28) や修正 ・ [\El l~--経験 (Q29) を
確かめ、自已の地理的な江動対象領域での影薔力の評価 (Q 7) を閾いてい













「5割の団体が」と述べても．いうまでもないがその内容は異なる。. . . . . . . . . . . . . .  . . . . . . . .
まず，後に示すように韓米独 3カ国ともほぼ共通する次の点にとりわけ
注目したい。. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
それは「政策関心→ロビイング→政治活動」の階層性とその参与割合であ．．．．．．．． 
る。つまり．各国とも，①政策関心：ほぼ100%(米国では政策に対するロビ．．．． 






























政府省庁接触7-8割 (78-71 %) 
政党 1 対政党
与党接触2割 (16-17%) 
野党接触1割 (8-7 %) 
マスコミ 1 対マスコミ情報提供1-2割 (16-13%) 
行動 ③行動の有無: I ::;;:,~:~: 動の内と；；し、'i-2□;,1 (15-44%) 






実施成功 1-2割 (l4-ll %) 
阻Ll:・ 修正成功 1割未満 (7-6%)←?
⑤活動地域での主観的な自己影響力
「ある程度 J 以上4-5割 (4~-55 %)
［かなり」以上 1-2割 (14-17%)
（注） 尖際の結果 （％）：ここ に表示したのは 全体の淵杏標本に占める割合。missingを含めた総
計に対する割合である。（ ）内は実椋の数値で前が東恥後が茨城の数値。両者のポイン ト差が
大きいところは．太字で表示した。





目的： (5項目中どれか）：全体 57, 労働92, 政治72
生活権利防衛：全体 26, 労働89, 農業49
補助金斡旋 ：全体 11, 経済 22, 農業20, 政治 14
行政便宜 ：全体 10, 政治 21, 経済 19, 農業 14
政策案提言 ：全体 17, 政治45, 専門家36








行政 対国行政約：全体44, 経済62, 行政57, 農業 57
対自治体行政：全体 30, 政治45, 農業43
どちらか：全体51, 農業83, 経済 70, 行政65
・行政協議：全体32, 行政43, 経済43, 農業43
・政治家経由国行政ロピー：全体31, 政治76, 市民55, 労働 53
同自治体ロピー：全体27, 政治 72, 労働55, 市民 53
対政党 与党接触：全体 16, 政治55. 市民 30
野党接触：全体8, 政治 38, 労働29, 市民23
対マスコミ 情報提供：全体 17, 政治35, 市民33
③行動の有無
予算活動：全体 13, 農業34, 労慟27, 政治21





参加：全体39, 政治 69, 労働66, 農業 51, 経済 51
立場表明：全体 58. 政治86. 農業80, 労働 75
←?
⑤成功経験
実施成功：全体 15, 政治 28, 市民27, 福祉25
阻止・修正成功：全体 7, 政治21, 労働20, 市民 J.4,農業 12
←?
⑤活動地域での主観的な自己影菩力
「ある程度」以上：全体45, 政治 76, 農業63. 市民57, 労働52




































































変数名 変数（日韓米独） カテコリー 打1LU方法





































Q9/Q9/Q l 2/Q8 
対自治9本・行政
どれか1つ
Q 12/Q !2/N.A./Q l l 
(h・iE'J.t/,hJ義） 2 t;_ょし＼
l~3 (国・自治体ロビー） どれか1つに「2.ある
Q 11/Q l l/N .A.IQ 10 (政治家経由国行政 [lピー ） 程度J.「3.かなり頻緊」
（政治家経由自治体行政ロピー） の答え



















Q2 l/Q2LI/Q [ 7/Q23 10大衆集会の開催
全般 12有料意見広告
14他団体との連合
Q25/Q28/N.A./N.A. I~ 12 
























I. 2. J 
注） N.1¥. : No Answer 
ti本の数字 ゴチック・斜依は. LI小が飢糾l序の項目． ゴチックは「1本のtn/!Utギのfitlである。
3敵 概蜆：市民社会の政治化と影糊力 73 
政治化（日韓米独比較）
度数及び構成比
備 考 日本 韓'I卦 米 国 ドイツ
団体数 構1Ht 母数 [1]体数構成Jt母数 UI体数構成比母数［団体数構成比母数
「22その他」除外米園 1379 98 :3% 140:3 :3-~9 YB 9% :3s:3 :'59<) s2 5% 715 沼59'3 0% 597 
カテゴリー異なる
:37S孜 1% ］沃） 40.4% 486 65 0% 145 22.6% 
]55 10.8% :37 10.0% 199 26.6% 122 19.0% 
135 9.4% 6:3 l 7 0% 86 l S% G2 9.6% 
245 17 0% 12:3 :3:32% ~44 72 7% 29 4 5% 
394 27.4% J:5:2 .,j 0% 609 8].4% 200 :32 0% 
804 55 9% 25CJ 69 8% 687 91 8% 36:jお8%
米国力Tゴリーやや異 200 13.9% :/3 151% 4:3:3 57 9% 9:3 14.5% 
なる （カテゴリ ー7 4 S04 .35 0% 181お.8% 0159 6 l A% 7/-18 l :3:320 7 % 
5. 6と対応） 187 130% 8S 22 9'.k, 421 : ぅ3% 95 14 8% 
121 8."1% :24 6 5% 89 1 9% 9 I 11% 
629 43 7% 224 604% 511 727% 184 28.6% 
ドイツカテゴリーやや 2団 177% 7:i 20:!% 470 62 8% 9:3 14 5% 
異なる（カテゴリ ーl 582 40.5% J弼 S:3.4% 484 64.7% 公3.344.0% 
は日本の1~4を含む） 248 17.2% 92 2-・J 8% <182 64.4'.),~ 180 28 0% 
147 JO 2% 24 6 S% 102 J:3.6% 12 I 9% 
no 508% 243 G:"i 5% 咬778 5% :324 50.4 % 
458 :31 8% l1B :3.:'3S% J C}4 :30 2% 
822 57 2'.),~ 160 A:3 I% 449 698% 
542 37.7% 178 -JS 0% 淡3059.J席
443 30.8% 159 12 9% 285 4-4 3% 
383 26.6% 1 :36:36 7 % 3:32 51.6 % 
417 290% 1図 ,1-,12?6 : 料84(5 5路 228 :35 .'5% 
2ふ116 3% 82 22 l % 
叩：38.4% 99 ""% ［ I 115 80% 71 19 l % 281 76 74B 12219.0
（］］と13の合成）。 ドイツは l~(lO) 234 16 3% H:38 94~5.3 身。 371 ]84 24.6% 298 46 :3% 凹3
783 72.7% '.31 8-1% 78 J:Z l % 
l 146 79 7% 300 80 9% 改5879% 
273 74.8% 45 12 l % 111 14.8% 27 4.2% 
764 77.4% 33 8 9芯 43 5 7% 18 28% 
8:3 5.8% 祁 70% :32 .J:3% 17 26% 
7:3 5.1 % 12 32% 67 90% 2 03% 
72 5.0% 18 4 9% 1 15% 6 09% 
73 5.7% ):) 4 0% 24 32% 27 11 I 7% 
79 10.G% 
(j]と13の合成）． ドイツlj!2(!0) 620 43.1% :zo:zぷ.4% 440 5''3.8% 438 68 l % 
ドイッカテゴリーは 9。 91 6.3% ,12 ll 3% 72 9.GJ.; 71 1 0% 
ドイッカテゴリーは I。 52 3.6% 35 9-1% 35 4 7% 100 156% 
ドイッカテゴリ はー，13。 115 8.0% ✓-Jc} 11 9% :325 4:3.4% 254 39 5% 
泌7:394% 1,1s :3CJ 1 % 
8-'16淡.8% 237 63 9% 
205 14.3% :i7 ];"j,-!% 209 32 5% 
991 (-38 9% :?O:? み・、1% 431.J 67 5% 
93 6.5% -!l l l '.'-,; 1G9 26 3% 
J(X3S 741% :21 泌9% 474 73 7% 
53 3 7% 18 -19% 75 J l 7% 
157 10 9% .13 11.6% 218 :3:39% 
-1:32 :30 O'.-¥, JSO 010 1% - 148 2:3.0% 
-M9 :-31 :.2% I 10 29G% 122 190% 



















第一•に確認しておきたいのは政策「関心J, ロピイング 「活動」．選挙 ・
予算［なと「政治活動」の 3者の漏斗状の構造は日本だけでなく，怖米独にも







5 -1 日本が，ここで比較できる 4ないし3カ国のなかで最低の割合を示
す設問 （比率は絶対比率）（表 3-lにおいて太字で表示）。





:n, 概観：叶i民社会の政治化と影粋力 75 
米81%, 韓41%, 独32%, 日27%
米73%, 韓33%, 日17%, 独5%
米65%, 韓40%, 日26%, 独23%
対国行政政策決定・ 予算活動協力 米35%, 韓15%.独15%, 日14%
対自治体行政政策決定・予算活動協力 米53%, 独39%,韓20%, 日18%
審議会委員派遣： 米:37%, 韓23%, 独15%, 日13%
政府接触 米47%, 韓44%, 独36%, 日29%
政治家経由国行政ロビイング 独44%, 韓43%, 日32%
政治家経由自治体行政ロビイング 独52%, 韓37%, 日27%
上記のどちらか 独59%, 韓48%. 日38%
対政党野党接触 米38%, 韓19%, 独19%, 日8%
対マスメディア接触 独47%, 韓25%,米25%, 日16%
ロビイング全般 独68%, 米59%, 韓況％，日43%
他団体連合 米43%, 独16%, 韓12%, 日8%
大衆集会 独44%, 韓11%. 米10%, 日6%
有料意見広告 独22%, 韓9%, 米5%。 日4%
5 -2 日本が， ここで比較できる 4ないし 3カ国の中で最高の割合を示す
設問（比率は絶対比率）（表 3-1でゴチック・斜体で表示）。
国行政退職後のポスト提供 日8%, 韓 7%, 米 6%, 独 l% 
選挙活動全般 日15閤米15%, 韓12%, 独 4%
選挙：会員投票呼びかけ 日11駕韓 9%, 米 6%, 独 3%
選挙：人員援助 日5%, 韓 5%, 米 2%, 独 1% 










































J-KJ-LiJ-G - - -
U) 0<) (U) (G) lfl/立順位順位）ilf位. K腑位しi阻位 G賄位
官僚 6 32 5 21 4 92 4.47 l l l l .40 l 85 l 5 ;) 6 -4 -4 -5 
政党 612 618 608 5改う -0lX5 0 05 0 57 2 l l 4 l 1 -2 
経済・経営者団体 5.65 5.30 5 J 4 5 58 0 :35 0 51 0 07 :3 4 :3 3 -1 ゜゜大企業 5 38 5 :~5.00 5 73 0.02 0 :39 -0.:35 4 3 4 1 I ゜3 マスコミ 5.32 6.05 5 35 5.61 -o 75 -0 Q:3 -0 29 5 2 z 2 .3 3 3 農業団体 5 22 :3 07 4 19 :3 95 2 14 l 0'.3 1 27 6 15 7 7 -9 -1 -l 
外国の政府 5 l 8 4 :-35 3 28 3 79 0 8:3 l 90 l 39 7 8 14 10 -1 -7 -3 
国院機関 4 64 4 J」310 3 89 0.5:3 l 5'1 0 75 8 1 16 8 -3 -8 ゜自治体 4 :37 4 25 3 77 :3 86 0 1 0.60 0 50 9 l O 10 ， -1 -1 ゜労働団体 4 30 4.45 4 46 4. 汲3-015-016 -0.27 10 7 6 s 3 4 5 外国の利益団体 4 JI;337 :31 312 023 J.00 0.99 1 12 15 15 -1 -4 -4 
文化人・学者 3.93 445 364 :371 -052 029 022 12 6 12 12 6 ゜゜消費者団体 389 4:3:-3 390 :3,7:-l-0.t}.J -0.Gl 0.17 13 ， 9 1 4 4 :2 福祉団体 3.49 :3 01 3.43 3洩30.48 003 013 14 16 13 14 -2 1 ゜NGO・ 市民団体・ 3.48 3.81・1 02 3.40 -0 .3-4 -0 5'1 0 08 15 13 8 13 2 7 2 住民運動団体
婦人・女性運動団体 3 42 :3.62 3.70 2 97 -0 2 -0 29 0.45 l G 14 1 16 2 5 ゜
なる。ここでは，順位により注目してまとめておきたい。
日本における評価が他の 3カ国においてよりも高いアクターは官僚農． ．．．． ．．．． ．．．．．． 羹臼休， 外国の政府，国〖祭機関外国の利益団体である。やや高いか同じで
あるのは自治体である。
















































































































4章 団体のプロフィール 85 
で「あなたの団体は下の 9つの団体分類のどれにあたりますか」と，団体
自身に団体分類を選んでもらっている。






東京 茨城 東京 茨城
①農業 2.4 認9 ⑧政治 20 25 
②経済 19 0 15 2 ⑨市民 4:Z 3.6 
③労働 7.6 112 ⑩その他 282 18.8 
④敦育 80 25 J1,i亥当 2.4 2.5 
⑤行政 95 ;J J 
⑥福祉 59 4.6 /ロ~ ，e叶 1000 1000 
⑦専門家 94 4 1 N 1.4お 197 
Q1. あなたの団体は 下の9つの団体分類のどれにあたりますか。 該当する番号を1つお選びくださ






















② 拙・：[業関連団（本 68 中小介晃を中心とした業界「fl(本（牡にサーヒス関
辿）．阿協同組合など
③ :]f―．営利団体 ・協同糾合など -17~ I悩利団体，公益社、人．協 /,?/矛II 合など
④ 学術・研究・芸術文化団体 ,io '. 学術団（木．叉術団体など
⑤ スポーツ関辿団体 40 スポーツUlf木．趣味・ 此道1こti/、いなと
⑥ J豆生 ・保険関連団（本 泌健（呆組合．底税団（木．年金壮令なと
⑦ 自治・ It民・ボランティア関連且I/本 25本（上甘I木． 自治会．管岬組合など
⑧ 親睦関辿団（本 l7 親睦団体阿窓会など
⑨ 且l~祭交流関連1,り（本 [(j 住I&祭父流・親虹t/(,t:, 仕I~祭協力なと
⑩ 家教関辿団（木 l:? 
⑮ 隈林水産閾連団体 l 
⑫ 専―-『1技術関連団（本 8 
⑬ 外国政府閑連団休 4 
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表4-3 電話帳カテゴリーと団体分類（東京）
麟 経済 労働 敦育 関行政係 福祉専門家政治 市民その他~:り
組合 ・団体 00 '.3] 5 7 3 bl 8 1-Jノl9 82 ,j 40 7 G 9 88 :3 49.6 t.J;J 2 
（） （函） (8) ("l(i) (bl) (70) (.'5:>) (2) (S:3) (207) (()::6) 
（学術・文化） 00 :z (j 0 9 :31 7 l-1 0 71 ,~2 2 G9 50 16 5 14.1 
(0) (7) (]) (:39) (l 9) (6) (;57) ('.!) (3) (69) (20:3) 
（漁業協同組合） 29 0.4 0.0 00 00 00 00 0.0 00 05 0:3 
(l) (I) (0) (0) () （） (0) (0) (0) (2) (5) 
（経済） 1 ,1 :)~ ・,..,) :― J :2 7 :i:i lb 2 I :2 l:ZG :3 I~ .・ぅ).・)） lG :3 Jg_,j 
(,~) (I船） rn (,1) (:.2) (l (17) (]) (2) (68) (279) 
（社会保険） 57 (J 5 () 9 〇け 17.b 8 :2 07 00 l 7 82 70 
(2) (26) (]) (1) (2,J) (7) (l) (0) (J) (3-<」) (100) 
（宗敦） 00 00 00 lb 00 00 00 00 00 :3.4 l I 
(0) (0) (0) (2) (0) (0) （） (0) (0) (l,J) (16) 
（政治） 00 00 00 0() 07 00 0 0 82 8 00 0.0 I 8 
(0) (0) (0) （） (1) (0) (0) (2"-1) (0) (0) (26) 
（農業協同組合） SJ 4 00 00 0.0 00 00 00 0.0 00 00 J.:3 
(18) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (18) 
（農林水性） 28.G 18 00 00 :z C) l :2 () 7 00 1.7 2.G 2A 
(10) (5) (0) (0) w (1) (I) (0) (I} (l !) (、:w
（労働） 00 07 &'32 08 ;37 00 :3.0 00 00 29 8-J 
(0) (2) (97) (1) (S) (0) (4) (0) (0) (12) (121 l 
％＊ 100 0 JO<JO 100 0 100 0 100 0 100 0 JOO O 100.0 !(JOO 100.0 1()0 0 
合計 (:35) (27:3) (11()) (1:2:3) (国） (8;j) (J'.3;j) (29) (GO) (,~17) (U: 弼）
（ ）内は絶対数
＊％は四括五入してl'るため!()()0にならなlI場合がある。
＊＊各団体の合，1Iでは無 IQl 笞なとのク~Hl値が除かれて (l るため令 ff;の合，iと改しなし＼。
肢の中から．団体自 らが選択したものである（ただし10個の分類から複数を
選択することも可能）。①組合 ・団体 ②組合 ・団体（学術・文化）．③組合
・団体（漁業協同組合） ④組合 ・ 団休（経済〗⑤組合・ 団休（社会保険） ，









































,:j ,'仇 団体のプロフィー ル 89 
表4-4 団体分類と法人格の関係（東京）
IPを業 経済 労働 教育 関行係政 福祉＃門家 政治 r"{f民 その他竺圧
財団法人 59 :37 .47 :31.1 LO (i :2:38 13 0 00 S 1 20 :3 13 2 
(2) (10) (:i) （：弼） （お） (20) (17) (0) rn （糾） (1部）
社団法人 :32.4 19Y ;37 18 0 :31.(:i 10 7 :37.L! 00 I 1 9 l"1 :3 204 
(I J) (54) (4) (22) (,1:3) (9) (49) (0) (7) (59) （お7)
特殊法人 00 4.0 00 00 7 ,1 -'l 8 00 9、3.6 1.7 ]5 2.4 
(0) (I]) (0) (0) (JO) (4) (0) (l) (l) (G) （冽）
社会幅祉法人 00 00 00 00 07 20 2 0.0 0.0 0.0 0.2 1.3 
(O) (0) (0) (0) (I) (I 7) (0) (0) (0) (I) (I 9)
認可地緑団体 () () 07 00 00 00 0.0 00 0.0 1.7 0 :2 0.4 
(0) (2) (0) (Oj （） (0) (0) (0) (1) (l) (5) 
労働組合 0.0 0.0 ;j~J 0.0 0.0 00 0.0 00 00 02 4 l 
(0) (0) （泌） (0) （） （） (0) (0) (0) (I) (58) 
i新エ糾合 0.0 J J.2 09 0.8 1 S 0.0 IS 0.0 00 J 7 :3 l 
(0) C:30) (I) (I) (~) (0) (2) (0) (0) (7) (4:3) 
生活協同組合 2.9 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ().0 0.0 0.5 ().:3 
（］） (I) (0) (0) (0) (0) () (0) (0) (2) (4) 
股業協同組合 44 I 0 ,1 09 () 0 07 00 00 0.0 00 02 I 3 
(15) (I) (l) (0) (I) (0) (0) (0) （） (I) (19) 
中小協同組合 88 :3:3 l 00 00 ., 、）-（ 00 38 00 00 7:3 9.6 
(3) （咲） (0) (0) (5) （） (5) (0) （） (:30) (1:3si 
株式会社 00 :33 0.0 :, 7 1 S 00 08 :rn l.'I 07 I 8 
(0) (9) （） (7) (2) (0) (l) （］） (:2) (3) （あ）
その他 29 2 :2 l 9 lb 18 GO 00 7 I S l 99 ;) -;-) 
(I) (6) (:z) (:2) （］う） (5) (0) (:!) C:3) (41 l (78) 
法人格なし S9 25.LI ふ8:3 41.8 :Z:!8 '.3:) 427 85 7 7:2 9 45 S おA
(L) (69) (tJl) (;)]) (:31) ('28) （め） (24) (4:3) (188) (S'l! J 
HX) 0 l CX)0 100 0 l CX) 0 I (X) 0 l!Xl O l (Xl O l CX)0 I 00 0 1 ()()0 HXl.O 
合計団体数＊ (:3-4) ('272) (107) (122) (1:36) <&・.!) U31) (28) (59) (413) (1,408) 
（ ）内は絶対数。％の合計は¥J_り防Ji人のため100.0にならなしヽ場合がある。
＊各法人数は法人格ごとの＇員間に）よづし＼たものてあるため， 合計l:」｛本数：： 致しなし＼場合がある。





法人格を得た団体では全体的に財団法人 (13%). 社団法人 (20%) の団
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表4 5 平成8年度予算と団体の分類のクロス表（東京）
％ 股業経済労働教育 福祉専門家政治 市民その他 "'* 
1.0 召3 〇芯 1'.3 '-),') :3.8 :3.4 
(!) (6) (1) (1) (:3) (1) (2) (:3) (2:3) 
lOOh円～ 00 l (:i :) 8 ()'.} 08 2.6 合.7 1 S 12.l 37 :33 
300Jj円未満 (0) (4) (j) (l) (1) (2) (S) C3) (7) (14) (/Bl 
300Jj円～ 00 ')~・') ' ].() S:3 :3 j S.l :3.9 115 1:38 S'.3 ,j !¥ 
500万円未満 (0) (G) (1) (3) (4) (.:') (S) (3) (8) (20) (58) 
500)j円～ 0.0 2.7 39 96 り-；-） 3.1 47 :38 12 l ,) o ., :-） .:~ ) 
1,000万円未満 (0) (7) (sj) (l ]) (7) (cl) (6) (]) (7) (22) (72) 
1,000万円～ 3.4 21 8 2:3,:3 JG 7 10 2 :21 8 22 S :30 7 ;3(3 :2 20 l 20 :3
3,0()0万円未禍 （］） （あ） (:.!:3) (JY) (I:3) (I 7J (:ZCJ) (8) (2]) (75) (267) 
:3,000万円～ 10.'.3 29 2 2:3 3 28 l l(H 1ni 25 G 2:3 l 17 :2 25 9 2-1 l 
1 {意円末満 (:3) (7日） (:21) ('32) (21) (j._j) (33) (6) (10) (97) C318) 
1億円～ 17 2 JG 0 18.4 11'~ ],JS 12 8 ];i召 77 :u 12.G 13 8 
2億円未満 (5) (-41) (]CJ) (J:3) (19) (JO) (:20) (2) (2) (47) (182) 
2億円～ :}l 5 19.1 16 5 l~9 18 8 20 S 17 1 0.0 1 7 190 17 S 
10億円未満 (]() (:19) (17) (17) (:2.l) （］う） (:2:2) （） (l) (71) (2:30) 
10億円以」こ :}l 5 :i8 78 7 9 :2l) 7 i2 8 47 77 00 67 95 
(10) (15) (8) (l) GS) (]()) (6) (2) (0) (25) (125) 
合計団体数＊ 1000 1000 1000 1000 1000 ]()(}0 1000 1000 1000 ]()00 100 0 
(29) (2S7l (l 0:3) (l J 4 l Cl28l (78) (1:29) (:26) (58) (374) (1,318) 
＊（ ）内は絶対数。駕は四捨FT人してし＼るためHXJOになうなし＼場合がある。


















0人 ''u u • 、、~ヽ (0) ('.;() (62) (~) (l-l (U) ('.2) (l l) (3) (:il （） 
1~99人 l7 C 0l0l'.l I I 0 ¥J l lb:.> 7;) l IS l ci 0 
1.-1 改0:) 20 8 
rn (i(i) (0) (7) mi (-l (lS) (. l) (:i) (50) (183) 
100~999人 ~3召 JO~:*i.(i cl:_! () .l:! l 氾 1 .n 1~.! 8 -17 7 :tl l ；外丘
(:i) (45) (30) UJ) (~.\) (ltl （叫） (:,) (~l) (8-'l) (3CYl) 
l ,()(}Q~il, 999人 17 G 10 l Jl 7~:l.! 17 (j ぷ 3 五77 l・! :)'..'.9 ;i ::o 7 以0
rn (l~J ('.:(i) ()8) (lJ) (l:il ml (3) (lJ) (Sl) (185) 
;';,000~ l9.CJ9CJ), 2SU SA 1~ こ l5.li (i 8 13 :-2 8り 2ふ芯 li s 03 99 
応） (8) (l()) (I'.-') (;,) （「） (9) (:j) 
(:l) (2'.l) (87) 
'.20、()()()人～ 00 07 8丘 [j :i 芯l lげご (j ¥) l~J 0 4り
-I、,) 




(cl¥ (i () rn (¥0) 岱） （う） （＼（） （） ('.'.) (lC,) (7l) 
t~l9 戎 l 如巳 2°1 0 ¥:l;i l丘6 lげ3 l丘9・1-l・l '.2:l 8 あ 7 l9 8 
(Cl (37) (i) (8) (1ご） (-l (U) (, し） Ci) （ぷ） (¥35) 
20~99 :l9 l J7.(i 201 o 2s:; 2:i-1 :mo 37.s り］ら 17 (j J:.'A '.)3 2 
(9) （り:J) (j) (1'l) (l8l (9) (:)[) (Sl (lOl (b7) (2出）
し0~'.:'.4¥l 87 l8A 20 Cl lbA~~l 訊0.() l9丘 00 CJ;=j l筏4 179 
（ご） (2GJ 応） ml (l7) (6) (l() （） (~) （ぷ） (l羞2)
250~ 87 10.b 20 0 25 5 28 b l(i 7 l- b 00 9召 2J7 l8 G 
合,n廿1体数＊
応3) (82) (9) (2l) (207) (68l) 
所属人各夕合計（現在）と団体の分類のクロス表（東京）
輻祉山門家政治 巾氏その他 ＊ 
l '.:7 8'.:l.l ()() 7 l l().4 
(~) (l l) Ci) (l l) (0) (l) (11) （め）
1~99人 ~5 () lO 8 t¥.l 9.01 ;-）~ ｛ :'i.b 1 l lb 7 7 l lJA 96 
(2) (l () (l) (.l) (::) (1) （岱） (l) (l) (lO) cm 
100~999人 9,1 258 17.:l 18 8 各_(j lb 7 缶 7 :n:l ,l旦9 22 6 227 
(:3) (2il) (l) (j) rn rn (1~) (2) (i) (24) (88) 
¥ ,000~ 19,999人 lL5 :35 5 出 1 :l :l 丘l,) 因l.l :l l :n'.3'.'.lA :J:l 0 ：外l
(1) (3'.l) (CJ (10) (lSl (i) ([ cl) (:') (.j) cxil o:m 
20,000人～ 0.0 lo l :)7.8 l丘.6 立9 lfi 7 b7 lb 7 21 ,1 23 fi l9 1 
(8) (9:3) (2:J) (32) （ふ） （し芯） (,¥;"j) (:)87) 
＊（ ）内は絶t数. 0るは1叫括IL入し-c・I・＼るため!(XI(Ji●：な:,1¥'.dり合がある"
* i Filと全体にお！｝る故/1りは /jflJカクロス1号の数餅Iり）合，，i・cあるため 致しな''場合があるC














(0) (8) (9) (4) (10) (:3) (JO) (29) (91) 
1~4人 2SO 54 0 49 0 46 0 .32 3 24 7 51 8 泌0 60.4 54.l 48.6 
(8) (13'1) (SO) （船） (40) (18) (59) (14) (29) (19:5) (607) 
5~29人 ；妬9 :37 1 ぶ.-1 ．＇妬0 -~9 2 -17 9 :3.S J 28 0 JL'5 32.0 35 .3
(15) (92) (29) （改｝） (:il) (:3:5) (40) (7) (6) (116) (丑-4)
30~49人 3 l 24 20 so 48 :2 7 53 00 00 25 30 
(]) (5) (2) (S) (5) (2) (G) (0) (0) (9) cm 
50人～ 250 32 (S 9 ,j 0 ］（）日 1 0 :Z.6 40 b:3 :33 5.4 
(7:3) (25) (1!3) (362) (1,250) 
非常勤職員数と団体の分委頁のクロス表（東京）
％ 農業経済労働
50.0 64 0 双ふ6
(11) (89) (:3() (18) (18) (40) (8) (16) (lj]) (3<.'3) 
1~4人 13.6 30 9 :;~l) 57 0 : 弼：3 40 3 4A 3 4:2 l :31 :3 44 8 40.0 
(:3) (43) (18) (4;:i) (31) (25) (:39) (8) (10) (113) (3:、36)
5~29人 18 2 ,1 :3 75 1:3 lJ 1:3.G 25 8 10 :Z 158 18 8 99 11 7 
(-4) (6) rn (11) (11) (16) (9) (:3) (:i) (25) (98) 
30~49 人 CJ 1 07 00 2iう 1~ 00 00 00 00 0.4 08 
(2) (I) (0) (:Z) (1) (0) （） (0) (0) (1) (7) 
50人～ 9 1 00 I() :rn ;37 ,j 8 00 00 00 08 I 8 
(2) （） (1) rn (:3) (.3) (0) (0) (0) (2) (IS) 
合計団体数 k HX)O 1000 1000 1000 1000 llXlO 1000 1000 1000 1000 1000 









設立目的 （表4-8 東京地域） 団体の設立日的 ・話動内容は大き く2つ
に分けることができ，1つは会員・糾合員のための内向きの活動であり もう
(2) 
1つは対外的な活動である。 前者には会員 ・組合員のための梢祖提供． 教育
・訓純 ・研修経済的利益の追求補助金析励などがあり ．後者には政策提
言や啓蒙活動， 情報提供などがある。 全体的に見ると どの「可休においても対
表4-8 団体分類とその主な目的・活動 （東京）
％ J農業 経済労慟 敦台 行政 福祉 ¥I/門家政治 ,tit( その他令（本＊
82 9 fi O 85 5 55 J fi9 9 48~ 82 2 7:=i 9 70 0 68~) 74.6 
('.?9) (:1i2) (0-l) (GS) (95) (,![) (I Il) ('.!2) (,!2) (~8;j) (l, 咲迅）
教脊 』I紬 62 9 7J.6 76.1  75.G 5'.!:! ,Y.i5 65'.! 310 ,t:l:l t¥63 汲；2
研修 (22) (201) 岱！） (9:l (71) (:l) (88) (9) ばj) 093) (830) 
希・rnw1:r1Jii o) 65 7 72 2 87'.l 8 9 22 ! lOG 1s s ~o 7 83 206 3'1.6 
追求 (23) (l97) （％） (l l) UO) (9) (25) (G) (5) (86) (4団）
,u丘楕：_禾IJサj紺i L¥8 6 31 9 89 I 57 lb 9 :!-l 7 17 0 :)'1 :'i 翌n 16 :) 26 3 
話動 (17) (87) (98) (7) (2:l) (21) (23) (lO) (17) (GS) (375) 
補助金・奨励金 20 0 21.6 t:l.8 65 7 ,j 35 l l 9 138 3.3 72 lO 9 
の約1面 (7) (59) (15) (8) (lO) Cl) (lo) (LI) (2) um ([55) 
行政上の使宜を 1,1'.l 19 0 9 1 IG 7A :.4 4A 20.7 50 89 9.5 
図る (5) (52) (lO) (2) (lO) (~) (Ej) (6) rn (37) (135) 
梢報収比と 229 278 lG.,l l 7.l 15.'l l75 n.'i l7 2 25 0 20.6 2l.4 
外への提供 (8) (76) (l8) (21) ('.21) OS) cm (:j) (l合） (86) (305) 
政策案の提言 14 3 17.b 16.4 IS.4 17 6 7.l :l5.fi ,1-18 IS 0 12 5 17 2 
(S) （侶） (l8) (19) (24) (6) (o!S) (13) (9) (52) (245) 
啓袋話動 20 0 22 l '.ZOO :lO l 4l9 お，2 37 0 48 ;1 46 7 22 3 27 6 
(7) (60) (22) (37) (S7) (2,!J (50) (14) （認） (93) (3図）
資金助成 00 5 I .:, -0 - -I',)  22 l'.2 CJ ,u 69 l5 U 79 6.7 
(0) (1,1) (Gl (9) rn (l l) (fi) ('.Z) (9) (33) (95) 
一般向け 20 0 20 l 91 22 0 17 Ei'.'.7 1 1,18 10 3 公8:l l:i.6 18.0 
サー ビス提棋 (7) (55) (JO) (27) (~:l) (2:J) (~()) rn (l7) (65) (251:j) 
その他 29 !¥ 0 4ふ 81 l ;iA~,17 9.8 IJ 8 18 :3 25 7 14 5 
(!) (11) (5) (10) (W (n) (13) (ii) (l l) (l07) (2C6) 


























かに，農業政策には農業団体 (97%), 労働政策には労働団休 (95%),福祉
政策には福祉団体 (91%)が関心を持つ．といった傾向も当然見られるが會












./[ヽ・、 休 /,'s" _,: 業 文か又t: 済 労 慟 教 合 行政閲係
n -14ぷ n - :~s n =n:i n = l 10 1 = l O Il: l'.l6 
伽祉 没j 農林 97 ,;"': ' ほバI‘ 7・！労（勅 Sfi 文敦スポ 8~ 柘¥ fl: ,10 
玲1 燒 3'1 * 的｀ frE'I ,!J 辿伽 印 柘・; 1 (i(i 田閏t L¥3 業界 29 
業界 :l3 閑 J岱 -10 令融 -18 泊将 :}l 曲に :'-! 財政 24 
文教スポ :io 金紐 ;37 il' 費 、¥:j 財政 li ti'¥ r1I・ ~LI 令．融 24 
国際 28 jj' 貨 37 f_,",'',)./ 、 目環境 -!O 環 J立 2:! 閑炭 24 
財政 改 地城耕15t 29 財政 -U 令融 ,1,j 財 政 ~() 1 建 24 
消費 27 財 政 _'.).'> _) 労｛勅 ぶ 菜楳 ぷ H ,・; を 20 地}j行政 22 
金融 気 労働 l7 l也捻xll貨'. ~8 ,,.]社、人椿ふ； , k, 面"ー！ 18 消費 22 
労働 2:J 箭， tl: l7 I 建 必 地方行政 :.9 地域IHl)t l5 逍麻 19 
通商 2:1 通廂 l 4 赳ヽ~ ． 1 ; : 毀； 述輸 27 労慟 l:i 国際 l8 
i也桔交n甘'fc 20 赳—ヽ ・ ( / i 目述輸 2:1 辿商 叫 i'i'{'( ];j 地域/)り発 17 
｝曲、- 信 19 -L 建 l 福祉 19 通 i且 22 ,J法人椛 l3 科学 16 
！上建 l7 科呼 l 地方行政 l8 且I ~怒 ')') 業界 l'.! 労（動 l5 
地方行政 l7 困餘 I 農林 1 7 安令保1;,~_ 21 外父 l l 股林 l5 
運輸 l(j 運輸 9 H 学 l(i J-世且皮lり}t 18 地h行政 I 迎輸 14 
H 学 15 地力行政 9 廿1腔 1.・  >J ~,.u ・ 、/＾',・ l8 曲 l協 8 jfi I且 13 
脆林 15 外 交 6 文教スポ 9 」建 17 迎輸 8 文教スポ l3 
外交 lO 文教スポ 6 外交 8 外父 lo 典林 8 治安 6 
叶法人権 10 司法人権 3 安令保1硲 5 文教スポ 1~ ！建 7 外交 4 
安令保間 8 な令保船 〇治安 ,i J. 災 H 1 安↑保閤 5 安全保閲 3 
在9ヽ 、欠, . （ 1そ辻 サ,_： 0 ,,]法人桶 2 科 'I 10 治安 公 司法人権 2 















,1 ,;-: IJlf木0)フ゜ロフィール 97 
福 祉 専 l" 政 治 I 民 全茨 城体
l = J:妬 n=l.3::i 1 =:2<.J 1 =(j() 
福祉 91 国際 ,~7 福祉 G6 f,四, ド兄‘・ S7 /.J:3 
財政 因j 文教スポ l.ji.j 地方行政 (j2 悩打I: 5~ 金融 41 
国 卜祭 19 閑橙 t.12 財政 ;:;g 旧［祭 012 財政 :39 
司法人権 18 H 学 :3:3 環培 5CJ 文敦スボ ：弼 業界 33 
地方行政 18 幅祉 .30 i'j 費 :-） :~ ) 地城ll'Jt :32 福祉 :n 
文教スポ 18 業界 公S 国 t祭 :-）3 - 地方行政 :32 地域開発 :32 
金融 JS 地域1開発 25 連輸 S2 i'j 貨 :30 泊費 :3 I 
労働 ]5 L 建 2:3 外交 48 財政 2:3 環塙 31 
環塙 12 通似 22 安全保1;m 48 ,)法人権 :Z:3 労慟 27 
¥1.J 貨 9 財政 20 金隠 -1:) 述輸 20 地方行政 27 
地域l甘発 8 令融 16 _I: 建 45 令榊 18 追、→O 莉 22 
通信 7 通麻 JG 司法人権 4S 1 建 18 ・［建 21 
外交 6 迎輸 IS 治安 41 外 父 ]8 辿、.. 伍 17 
業界 5 ?iり費 IS 文教スポ .q I 治 安 17 迎輸 JG 
通 I泊 4 労慟 1:3 通麻 浚｝ 1農林 17 文教スポ 14 
」ー建 4 I農林 l:3 業界 :38 安全保1屈 13 1了］法人権 10 
科学 2 地方行政 10 曲ヽ・一 信・ ：炎3梨界 12 国［祭 10 
安全保降 2 外交 9 労 働 :38 咄ヽ・・ 信 12 安全保節 8 
治安 2 安全保l戦 8 地城間発 況 科学 12 外交 7 
迎輸 l 司法人権 S I塁林 :31 労慟 l:Z 治安 I 





機関自治体， 労働団体 外国の利益団体文化人・学者 消贄者団体、 福
祉団体、 NGO・ 市民団体 ・住民団体 婦人 ・女性運動団体」 の16グループと











股業UI休 治fi斉lrl/ト 労悧)il休 教育団休
労慟l廿休 ((i~) 
農業[fli本 (i ()) 
55以L-
白治体 (5 1) 




宜僚 (4 7) 官(f,( (17) (本女fl(17l 1'治({,: (,) 7) 
白治休 マスコミ (,l bl 
臼僚・栢・;打I・廿体 (cl5) 
, . ;, 叫-"'/,I l:-. 
政党 (l冒,l) 詳済[ti/本 巾民 Vi.4)
門（本
マスコミ・文化 (4:l) 大企業 マスコ(-!J) 文化人 自治i+(-! J) 政党人企業 (4 3) 
I ； I  1人 伽祉団体 ミ 消杓者!ti休 消費者[ti/本女竹団体
I 労慟団体 日2) 文化人 (\~) 日応機関 (,¥'.'.) 女竹!・ti(本・国際(,[2) 
機閲
屈｝祉，l]J(,t、.i「iL((-l l) マスコミ (,¥ l) 1農業廿I本 外田 (41) 
団体・国際機閲 政府
甜i斉甘If木・ ilit'((40) 労働団休・農業 (40) 労（動l:JI/本外国 (4.0)
団体 団体 女竹廿If本 甘I(本
外国政府
4.0以上
大企業国際機 (:19)外国団体 Cl 9) 農業団体外lこI (J 9) 
閲 政/(、f
外国政府・外田 U8l 外田l、i(本 Cl芯）
団体
3.5以上 官似 (3.5) 
35木滴 人介業 (3 :l) 
経済廿If木 (3 l) 
4咽 団体のプロフィール 99 
f'j-~ 久1琵lf系Ul休 福祉l:!I休 •Hr"l 家 1廿休 政治1」li本 I 市民11体
福祉l!l休 (;J 8) 
政党 (S S) 
巾民団体 (!:; :3) 
官僚 (S 0) 白治休 (;:i,() 
文化）＼ (l ¥l) 
自治体 (.'] 8) 輻礼I[ti休 (4 8) 消費者団休(.!8) 
・幅祉団休
自治体
市民!:ti休 (、16)マスコミ (4,6) 女竹団休 (4 G) 
‘已＇｛紅・ 1且協祭i幾 (1日） 白治休 (;15) マスコミ (!JS) 
閃
経済団休・大 (tl.4)'消費者団体・ 04) 諮斧i斉[,J(本・市 (-14) 文化人 (1j_;j) 
企業・文化人 女性団体 民団体
政党• 福祉団 (sJ'3)宜伯マスコ (4:3) 福祉団休・女 Cl'.l) 文化人・、消費 (tl;3) 
体 ミ・文化 性IJ休・白冶 者団体
休





国際機関 (4.1) ヴy(動IJl{木 象を (l1) 外田政府 (,! 1) 農業団休宜 (,U)股業団休 (1j i) 
済団休政党 僚・大企業
・大企業
労働団体・農 (40) 外国政府 (!-) 0) 農兜甘I{ト・外(.~()) ’労｛勁 1廿休• 国 (.・J0) 外国政府・ （土0)
業団（木・消費 田団体 既機関 外1月団体
者団体・外国
政府
市民団休・女 (:3.9)国〖祭機関外 (:3,9) 外1子］政府 (:3 9) 糸怜｝斉目Ii木・ (3 9) 
性団休・外国 国IJI休 大企業
団休





















農業(、ti(木 (:i OJ 
































































(1) Tsujinaka 19~'13, Tsujinaka 2002参照。






































飩対象とする地理的な範囲は．次の どのレベルですか」とい う改間 (Q6) 
を用意した。提示したエリアは ①市町村レベル，②県レペル，③複数の県














う;s,' i,f; 動地城別にみた1・]体の存立 行動様式 105 








? ? ? ?
???﹈
?
? ? ? ? ? ?
活動対象の地理的範囲
県 広域1巻1 日本令IJ.il
l 1.0 1.1 18.7 
22.8 2.9•15.7 
J:3.2 lb.5 -18.~l 
14.0 2:3.4 :39.:3 
7_.,1 7.4 (:i7.2 
],J.8 8.(J 57.0 
J 5.:3 8.2 40.0 
: 3.8 7.S f:i:3.2 
24.1 ]().;3 :)'].: う
8.(:i 6.9 27.6 
:3:3.5 8.<i -'1.2 
14.:3 7.1 1.8 
2,1.1 :3.,1 :3.,1 























































［ス． に外 水｝，• 他
ili!IJ H % s2.,1 ・-））‘-） 70 9 
;由r, lO.b lG 3 応3 l巳g
広域［剖 1.:1 tO 2 ¥l.7 77 
全国 ふll 1'.! l) l l (j () 
Il界 l・l 5 8'.c'. l .[ :!(.i 
へCl,ユi'I ・ 1000 100 0 l ()(l() [00 0 
N (I ,:2:2:2) ([,!7) (U (l 17) 
(ll) I立とあるのは i! ~ti にはりド） l ひたちなか地L<J。
5 -2は東京については23区内の電請転に記載されている団休 (1,222団休）
とそうではない団体 (147団休）．茨城については原庁所在地を含む「水戸 ・














10名以上 0名 1億以上 500万未満
i1illl!H 53 3 12 1 106 l96 156 
県 68.G 23 :i 59 3.:3 92 
広域［糾 617 17 5 58 没，4 l0.4 
全国 62 :J 20 :; bl ,13_2 65 
世界 57.8 :m7 52 44,J 78 
全体 61 :i 23 :l 76 40 7 94 
（註）数値は 各空間ごとに該当するlr体の?fl!合を％表ボしたもの。
















jfi町H I/H Iゞ 広城倦l 全国 世界
Jlfl'I. ti~;ril: 4S 2 肘'1福祉 ,15 I 業界 ;3q 6 閑)1厄 358 l団闘祭W1―}] 67'.!. 
環様 :-l92 業界 :39 9 j与uu,灯!1: :39 o 業界 358 文教スポ ,ng 
梢費者 :37 2 財政 :)5 9 j~~ 舟 液う.4 国際協力 ： 3:3:3 環境 34 9 
財政 洩う7 消費者 :30 7 労働 '.);j 7 原't福祉 32 9 犀生福刊 28 6 
J也h虎IJH 1c ; ・ダ32 金融 JO.I 財政 :3.'38 消費者 27 7 科学技術 2°1 ,J 
地方行政 :35 2 労働 30 l 通商 :30 S 財政 25 5 外交 22 9 
業界 :35 2 環境 281 環炭 29 9 金融 24 9 通信惜報 20 3 
金融 31 7 地方行政 :24 2 哨費者 27 9 通麻 24 3 業界 19 8 
労働 25 l 文教スポ 19 0 公共事業 24 7 労慟 22 :3 財政 19.8 
通筋 24 6 地域l開発 190 文教スポ 20.8 通信佑報 22.0 通雌 17 7 
文教スポ 20.G 通麻 18 :3 I国l侶祭t6i1}) 20.8 文教スポ 20.8 地域開発 17.2 
公共事業 20 I 公共事業 18 :3 J也姪文IHJ'Jc 1¥1 S 科学技術 i8.4 金梱 15.l 
国際協力 15.(i j薗｛言trf点1 J,H 通に柏報 18'.'. 股林水社 17 8 消費者 MG 
1赳木木*酋互 13.G l国際協力 1:3 7 J也）Ji子政 15.li 迎輸交通 17.4 労慟 l'.2 5 
運輸交通 H.G 1; 赳木木 1k 酋~ 1:37 農林水酋； J.3(i 月リ成IHl発 17 0 司法人権 l'.2 5 
通信梢報 1,J l 運輸交通 1:31 運輸交通 1:3.G 公共事業 16 5 地方行政 12 0 
f] i: 去）＼朴r14 1 訂JiUdM IOS 外文 1 7 地力行政 l'.2 3 股林水迎 1 5 
治安 J:3 l 治安 (S 5 科学技術 1 7 外交 78 連輸父通 1 5 
安全保降 10.i 安全保1硲 52 司法人椛 8 ,1 司法人権 77 安全保1源 1 5 
fl.'. 芹技術 8 !) 外交 -;)・-） 安仝保1硲 78 安全保印 G :'i 公共'F哭 9、9





















dillf.f寸 り1， 広域L糾 令II 世界
1位協力1寸If本 l()() 自治1本 l 00 協力!-i(本 I 00 国 I 00 叩"I家 I 00 
2位自治体 0 9J WiJJIJI(本 0CXJ 住I （）知 団体貝 0 70 団体負 0.97 
3位 Ffl(本員 OGl しりl1紙 0 88 ~Ii i叶紙 O~YI 協力UI休 O.G6 協力団体 0.85 
4f灯 VH"I祇 0 Y:! 住I 0 57 マスコミ 0 7(i J汁"I紙 0.6こ1 専門紙 0.73 
5位マスコミ 05~ マスコミ 05:l 団体員 0 b? マスコ ミ O.LJ,l 田 0.66 
6位国 O.L¥G けI本員 0:,'I 自治（本 0みl iJ/t"! 家 0'.39 マスコミ 0.65 
7i,1: 1也h,:筏fl O 27 専門家 0'.!O .¥りl"I家 (l_,j() 企業 0 l9 その他 0.33 
8位 .i,lil"I家 Cl~tl その他 012 介業 0: 灼 自治体 0 l ,1 企業 0 23 
9位その他 018 地）j議員 0 [() その他 0 l'.Z その他 0 1 自治（本 018 
10位企業 0 l~ 田会議員 0(応 且］会，府員 010 田会，溌員 （）図 国会議員 。①
1位政党 OlO 政党 om 政党 008 政党 om 政党 002 
l2位囚会議設 009 介菜 () (}[ J也）j, 汎員 ()CJ:l J也）j,; 役ft 001 地方議員 0 0 l 
uu即位の筍出}j払：同答UI体がtr'i報源の 1位として選杞したもの｛こ:1.'¥. :.! f,i(こ'.!:.'i、.:1位に l:,'ょをりえ
その得点の合，:iを即位のJ;l準とした。
H. 中の数ftりは． それそ；Itの活動地域｛こおI,てヽ最贔点を獲得した村；報源をlとした場合の比ヽ年。
















表5 6 働きかけの対象 (1位）
県 :36.b (l 00) JG.:3 (OA5) 5 2 (0 14) 
広域陪l 29 2 (1 00) 18.:Z W.62) 7 1 (0 24) 
全国 ;39 9 (l ()() 15 1 (0 38) 6.1 (0 15) 
世界 :31.s o oo) 9 sj (0 :30) 5 2 (0 JG) 





















ri午認可 払的規制行政指＃ 協力 ：K持 虹見文換 委且派此 ホスト提供 補助危
,;,lfj f 29.6 29 l :{:{~ l2 l 16 I .,) , ;-~) :l 5 7~ 
1, ;r 、 公38 35 9 ・lO 5 17 0 :.1i.8 ~2 :l.{i 10 5 
必，域図 ,!()8 -~l~ ,18 l S8 ぷ：； 97 39 1 7 
全［国 ,:)0,4 3召こ 団 ふ l7日 目り 197 12.Ei lS 5 
世界 淡｝〇 20 :l 30 7 99 :l~:l ICU 7-l l9 :l
全体 :37 3 32.G 44.5 13 9 '.lS.O 13.0 8-l 13 5 
(::})数値は，各活動地域の瑣目ことに該＇り するIti休rJ),り）合を％衣，J;したもの。
く自治体＞
訊F;忍可 払的規制 行政指導 協力：し拉点見交換 委員派造 ポス ト提供 il!i!J)J金
itilli中-t ：妬7 筏.6 :l8 7 19 l 浅_(i lG l (i', :~s 7 
l；lペ―, 47 l '.)9 9 49 7 l8 :l 3S 9 lfj :l 72 24 2 
広域圏 35 7 32 5 ,12 9 78 '.?9 CJ 7.8 2.fi 7.8 
全国 l l 9 1 7 l8 ,¥ 7~ ~06 68 l.(j 36 
世界 l :'°> 10.4 10 9 57 19:l fi.8 l.O 4.2 
全体 2lo l8 (j ~5 7 97 21.'! 90 29 10 8 
(;:U数値は． 各話動地域の項日ごと：こ該‘りする[ti体の',I』合を%((,J; したもの。
く国 ・自治体の両方＞
許認1if 社；化）月;i_;/ifl 行'il女j廿i益 1―fih J1文f、't . 悠見交挽 委員派逍 ポスト提供 補助金
1"1 Il J中寸 22 l 2l.1 '.2 l 80 l2 l 25 05 45 
県 '.20'.i 29.4 32 7 l'.l 1 20 9 4Ei l :3 4.Ei 
広域圏 '.:Sb 30 5 35.l 3.9 '.27ふ 58 lJ :Z.6 
仝Lfl 9.9 [Q,t 17 0 s~ l8 3 5.-! ! L 1.,1 
世昇 l0.4 83 9.9 :3.6 16 7 52 I 0 2b 
全体 {LI 7 lG.6 [9 8 (i() 18 0 ,18 l 0 2.4 
ClU数（伯は 各話動地域(j)Jfi 1ごとに該‘りするIi体のれ1合を"{.火；，；したもの。























表5-8 行政との接触（単純集計） 表5-9 国・自冶体との接触のパターン
少なくと 両方 国 白治体 非接触
r111r中、1 21.1 3.0 47 :2 認.G
県 :37 0 69.9 7豆8 県 :32 0 59 :37 () 24 2 
広域圏 侵84 55 2 70 1 広域圏 ,ns 119 1 7 29 9 
全国 74 8 ,り)~ f ~ I 78 8 全田 :3:36 ,!] 2 4 J 21 2 
但界 b,LG 39 1 ()/ :2 Il界 泌，］ 28 l :ZG :32 8 
全休 .l:Z l 如3 14 2 27 1
（註）数伯は 各活動地域ごとに該冴する!JI休 Cdl ヨコの合，；1か 10()'~; (ただし四捨h入のため]()()になら















とがありますか」という設間 (Ql l) を用、意した。行政と団休の媒介になる
存任として，囚については，①地元の国会議員②①以外の田会議員③首

















5 i/,: 活動地域別にみたIi体の存立 ・行動様式 113 
い団体が行うわけではない。 行政への直接接触を試みている団体が，政治家
を経ての間接接触も併用しているのである。











上記以外のI国会議員 ① 14.6 
② : 31.'.3 
③ 9.3 
④ 2,u 
⑤ ・n - .. 











































































国会議員 ① 14.G 
② 16.2 
③ 1. l 
① 25.0 
⑤ 2.2 
























































































































市町村 県 広域圏 令住I I廿界 全体














5が． 活動地岐別にみた団体の存守 行動様式 115 
表5-12 接触の内容
dil!)+、J― 県 広域j在） 令国 jl!: 界
自民 -~5 2 (8:3 :3) :3CJ CJ (7CJ 2) ;35 J (80.6) 32 9 (況6) :24 S (SX) 4) 
新進 l 9 l (:35 2) 22 ¥1 (45 5) 188 (43'.3) l<.J O (SO.O) !:35 (500) 
民主 19 J C:35 2) 21 b (42.9) J 7.5 (,10 :3) J:3 5 c:35 SJ 104 (:38 :";) 
共耽 12 6 (2J l) J J 8 (23.-1) <) 5 (J0.4) S.8 (JS:3) 6 3 (2:3 ]) 
礼民 16 l (:29.6) 18.:3 (泌・4) l S G (3S 8) l :20 (:31 7) 8 :3C:30 8) 
太腸 95 (17.b) 13 l (お0) 10.! (2:3 ¥) 9 7 (2S.6l 8 3 (:30 8) 



























両h 政党 行政 -JI接触
i「11r中寸 4:!7 i (j :.!8.G 17 l 
梨 ,us li :i 32 0 l7Ji 
広域圏 37 0 (j :i 
心.、 l :Z'.tl 
全国 Jc! :i % -1-1 :i l7 5 
世界 ~-!;) :.G -l:.! 7 :30.:2 








































































































G ,;i: 1:Ylf本一行政関係．政府と社会の接触il 121 
た猪口孝の一連の議論も政府と社会の接触面を扱ったものとしてとらえる






























表6-1 政策関心分野 表6-2 団体分類
行政閲係Ltl(本 全LUレヘル全 N . Mi助金約旋行政上の
('i~lill (~b) lJI+ ('.!;, l （％） ｛應直 （％） 
財政 2:3.Ll ―'),>) ;― ) 1:1業UI(本 t (j 12 5 188 
金融 2:l.-1 :.!-19 紆済[fl(本 1: ぶ｝ 17 3 173 
通曲 20.8 :,[:J 労慟団（本 ,12 l l.9 7 l 
業界の振判 27.:l 3:i.8 教育団（本 8'.: 73 1.2 
公JI、市業 [9 5 lG.S 行政廿I(本 77 52 52 
迎輸交通 15 G ¥7 ,) 柘'ihl.団体 'ふ＼ 8.8 0.0 
通／五梢報 18'.! '.?'.? l 州")家団体 8-1 l5 5 3.6 
科学技術 [9 5 !8.0! 政治団体 lO 10 0 10.0 
地城IJ廿発 li:iG !7 0 rl/ fl'.I Ji (木 lG 6'.l G3 
外交政策 2(i 78 
安令保1祁 0.0 li S 令け［（本 680 10.4 7.6 
].で,1、女•~ • :-, '-) (i :2 
司法・人柾 I :i 77 
地方行政 lG 9 ¥:2:.3 
労（動 78 22 :)
嬰林水飩 l8 2 17 8 
消費者 2:i,1 277 
環税 208 :lJ.8 
,yよt料;,til: 377 3Z 9 
峠jp祭交流 [56 27 0 
文教スポーツ l:il:i :il J 

















6名 1、I(本一行政関係：政府と社会の接触fil 123 
行政関係団体の他に，行政機能を遂行する団体として，団体の目的・活動


























し 『非常に協調的』を 7とする尺度にあてはめると 何点にあたりますか」
というものがある (Q27)。提示したリストは①労働団休 ②農業団休．③
124 
表6-3 協調度平均値 表6-4 団体分類x官僚との協調度
協調度 椋if(1;i、;,平均｛直 N 
協晶Jf!l 標W(I祉刃
、I'均制l N 
労｛勅!JI(木 tj 24 l ();i7(J 191 股業UI休 4涙 l 0995 l tl 
農業l寸If本 .,m 0.8~70 -18:.: 経済UI/水 ,1.91 l OStlO 102 
経済rn休 4淡｝ t t t~(I 印8 労慟！・f!休 '.Hi:1 l .,lO:Jl 淡｝
宮（紅 -! (i7 I 1900 i:l 教育Iti休 ,[.,j;1 1 0980 66 
政党 .,1 JS 0.8SOU -!% 6虻dせIf系It!/;ト SIS I'.!: 殻； 55 
大介翌 4 29 l l(l ,192 ),'/ 祉r月（本 ,l.(i3 l .' l~:!5 19 
マスコミ .}_!J.:l 0%20 507 ，り門家[、"ti(本 ,! fiS 1 [.,1~0 62 
文化人 ・学者 L! 5"! 0 9780 ,!()9 政治団休 ,j 00 l G:{l(l 10 
梢費者団（木 -! JO （）没）'20 ,18¥J 巾民UI(本 ,108 0'.2&S7 l:! 
福祉団（本 L! J9 (l~X)80 -179 
NGO 巾民rnf本 4 2i Cl 8280 c¥(3 全団（本 '¥.60 l l~l沈 50:2 
女t'I迎動Ill(木 01 lb O ,&q゜ -l7(i 
自if;(本 0L0l8 （）双).:10 ,191 
外国の政府 l¥ 02 0没JO -lbo 
国際懐殷I ,! I~ Ofi9~0 '!71 
タH司ご：和l益IJlf本 3 91 O.G-!~O <IG-1 
経済 ・経営者団体，④官僚，⑤政党⑥大企業⑦マスコミ，⑧文化人 ・学
者 ⑨消費者団体⑩褐祉団体 ⑪NCO・ 市民迎動・ ft民迎動団休， ⑫姉




も高いのは官僚であり (4.67).文化人・学者 (4.54), 自治（木 (4.t.18). マス






い順に日I{本分粕を記すと①行政関係目I(木 (5.15), ②経済団休 (4.91), ③ 
農業団休 (4.86), ④専門家団休 (4.68), ⑤幅祉団休 (4.63), ⑥教育団休
(4.45), ⑦市民団（木 (4.08), ⑧政治団休 (4.00). ⑨労慟団（木 (3.63) となっ
ている。尺度の中間てある 4未禍が労慟団（木のみであることを見れば，団体
分類別に見ても概ね団（木ー官僚関係は協；凋的であるとみてよいだろう。





















で， 「非常に信頼できる」が 5, 「かなり」が4, 「ある程度」が 3, 「あまり
できない」が 2, 「まったくできない」が 1となっている。はたして労慟団
表6-5 行政信頼度 表6-6行政信頼度の変化
伍頼度 信頼度 低下
変化 上昇 N なし
67 80 0 13.3 15 
経済団体 2 87 1.0011 Ill :280 {) C¥%4)02 79 85 l 69 101 
労働団休 2 3:3 () 8公l 液｝ 2.tl7 0 9:288 34 20.6 70.6 88 汐l
教育団体 2A5 I 1:32:、3 6;) 2 :37 l 1927 60 8:3 78 3 13 3 60 
行・政関係団体 2 (38 l 0899 63 :27S 1 JS, 目 S7 19 3 ~/,,)  ~ I 70 57 
福祉団体 2.G:3 l :2091 24 :.2 :,0 1 :3572 :zo 10 5 89 5 00 19 
専門家団体 2 57 099&! 6:3 2 43 10019 54 7.4 815 111 54 
政治団体 2 50 0 8498 10 2: 弼 0 ( ,~LJO 8 l:Z S 75 0 12 5 8 
市民団体 2 29 0.726:3 14 :2 (X) () 8:5毀 12 00 75 0 25 0 12 























仝団（本 殷業団（本 紆I斉ft!(本 労慟団体 教育団体
1位 団 l 00 国 l.0 円 I 00 VI『'I紙 1 00 甘l l 00 
2位 団体只 0 70 甘I(本員 0 70 [JI(本員 0.72 QI(本負 0糾 U[(本員 092 
3位 WiナJI:月（木 066 tr,],)]廿廿本 067 .,;Iり」"I牙荻 062 t紡力目I本 0 (j~ ,. 芹者 086 
4(立 専P'I紙 0図 専門紙 0A3 t紡カl]I(本 0.51 マスコミ 0.60 -1げ'I紙 0.82 
5(立 マスコ ミ 0.43 学者 017 マ’スコミ 0 :J2 rtl 0.48 マスコミ 0.63 
6位 ＇学者 0'.l9 自治休 0 07 企党 0 l8 学者 0 22 協力団体 058 
7位 企業 0 18 国会議fl0.07 学者 0 lo 企業 0.21 企業 0.32 
8位 自治体 0 l'l 地）j議tiO 07 その他 OOii 政党 0.13 その他 0 15 
9{立 その他 0 I l 企業 0 07 自治体 0. 但 その他 0 lO 自治体 0.14 
10位 国会成負 0(y.l マスコ ミ Cl O:l 政党 om 国会議員 0CXぅ 政党， 0.05 
l(立 政党 om 政党 000 日会議1: 00! 自治（本 000 国会議員 000
l2位 地力，義負 0Ol その他 0 CXJ 地h,汲貝 0 O(J 地｝］瓜義員 000 地Ji議且 000 






















f子政l具1係団体 福祉団体 専門家団体 政冶団体 市民団体
国 l 00 I国l l 00 I且 1 00 マスコミ 1.00 マスコミ 1 00 
協力団体 0:-xi 協力団体 0.67 団体員 0 91 国会議員 069 協力団体 0S4 
専門紙 0 26 マスコミ 0 :36 '. 学者 077 専l"紙 Q.(j:Z 学者 0.61 
自治体 0.24 学者 o:3-'-1 専門紙 ()_(i:j 学者 0.$4 専門紙 0.61 
団休員 0.2:3 団休員 〇訊3 16h)] 1-1/本 O.bl 協力団体 0.46 国 0.56 
マスコミ 0.14 ~j! 門紙 0 2/1 マスコミ 0.42 団体員 0.38 I叶休員 0.56 
ノ1L'-.'/,fV<- 0.14 白治休 0.1 q 企菜 O.!G I予l 0 :31 ノ止ヽ屯A灼, 0.33 
学者 0.14 その他 0.07 自治休 0 ]() 企業 0 31 臼治休 017 
その他 0.05 政党 0.0:3 その他 0 07 政党 015 その他 0 17 
国会議員 001 企業 OCJ:3 国会議員 00:2 地）j議員 01:"i 政党 0 (X3 
政党 001 J也）j叶H'l. 002 D文う芯 0 01 自治休 000 国会議員 。収ぅ


























，；午認、i,f 法的規制行政指導 補助命 協）J・支持意見父換 委禎派辿 ボス ト提供
全団体 4 l.2 :1冠7 み1.8 24.'l 17.9 L¥4.8 19.9 12.6 
N=(i82. ただし補助金に関しては， N=,n'l
6 i;-,: I tl休一行政関係 ：政府と 社会の接触面 129 
表6-8はそれぞれの項目の単純分布を示したものである。該当団休が多
い順に記すと，①行政指導 (54.8). ②意見交換 (44.8). ③許認可 (41.2),
④法的規制 C:35.7). ⑤補助金 (24.4). ⑥委員派遣 09.9), ⑦協カ ・支持
(17.9), ⑧ポス ト提供 (12.6) となる。
Q8の設問は村松らの団休調査 (80年， 94年）と同じものであるが，団
体の政策過程参与への積極付を示す項目で，結果が大きく異なっていること
が興味深い。 80年調査では，①意見交換 (79%).②委員派遣 (68%). ③協
カ・支持 (66%).④行政指導 (51%) . ⑤許認可 (49%),⑥法的規制 (4.B%).
⑦補助金 (21%) . ⑧ポスト提供 (19%) となっている。 94年調査でも，①意
見交換 (83%). ②委員派逍 (63%).③協カ・支持 (61%) . ④行政指導




調査では 意見交換， 委員派遣， 協カ ・支持といった項目が上位に来ている



























゜ ゜ ゜ 375 ヘu,・d. l ,[(i lJ S7 ;l/ li3 '.!7 l l5 :!(lcl 68~ (2J.cJ) (l 9) (8_.!) (8.,1) (91) (,[ 0) (lo 9) (:!SJ 9) (I ()(l OJ 
まずは規制行政の 3項目（怯的規制｀許認可．行政指導）の中での関係
である。これら3瑣目の組み合わせのパターンを示した表6-9を見よう。




れに続いて， p-1の「すべて該当」 (21.4%) . P -7の「行政指導のみ該当J



















(j 1:~ I-ii (1'ー 行政1関係．政府と社会の接触1il 131 
表6-1 協カ ・支持と意見交換
規制行政あり規制行政なし 協JJ・支持あり協カ ・支持なし
補助金あ り lX)(20.7) 17 (:3.9) . 意見父換あり ~} l (U.8) 2J:3(:31.:2) 
補助金なし 228 (S'.2.-1) I (X) (2:3.0l 怠見交換なし 27 (4.0) :3-'18 (SJ .Ol 
（社）（）内の4つの数値の合，iは I(XJ'.Y, (iU (J内の4つの数値の合，計はHXl%
表6-12 ポスト提供と委員派遣 表6-13 規制行政とポス ト提供
ポスト提供あり ホスト提供なし 規制行政あり 規制行政なし
委員派追あり 32(4.7) JOHJ.S.2) ポスト提供あり 82 (12.0) :i (0.7) 
委員派追なし ;):J(8.1) ,!<)! (72.0) ポスト提供なし :3%(沼.I) 199(29.2) 







ある。数値の高い順に記すと． ①協カ ・支持なし＋意見交換なし (51.0%).
②協カ ・支持なし＋意見交換あり (31.2%).③協力・支持あり＋意見交換あ



































































N 許認可 法的 行政 補助金 協力
忠ゴ,._、八I司一 委員 ポスト
規制 指導 支持 交換 派迎 提供
農業団（本 16 688 50.0 87 S 42 9 GS.8 81 :3 :37 5 37 5 
経済団体 13:3 '-IS 9 :39.8 GG.9 12 0 19.5 7:37 ,3,3,] 1:3 5 
労働団体 Lil. 1-1.G 29 :3 17 l 10 0 98 48.8 17 l 2.4 
敦育団体 82 45 l 28 0 ,J 9 :2,! 0 18.3 24.A 15 9 6 l 
行政団体 77 50.G 12.9 77 9 -'1:3 l 20 8 014.2 15.6 27.3 
福祉団体 ;3-4 52 9 2D.:J G7.G :3:2 () 1 8 20.6 29 8.8 
専門家U!休 8-<l :31 0 :Z¥J 8 ,J7 () :298 14 :3 ,1 7 2:rn 9S 
政治団体 10 ;J()() :100 :zo () :20 0 200 20 0 00 100 
市民rn休 16 ,.,)~(.' ) 188 :ZS 0 •-)•幽)響、 一') 6:3 63 I :2 :) 00 
































に①通｝崖省とその関辿 (83), ②似林水）｝・（省とその関辿 (49), ③文部省とそ

















































I寸I(4、 It!{木｛系l・JI体 Il(本 I-fl休 l・JI休
I I 9 10 
』 I :3 ;) 
l lJ ;) 7 
2 I o •I ,1 
2 I :"S 4 
~ :1 ;3 
・! 1') 















































の関連 (34)' ④厚生省とその関連 (33).⑤建設省とその関連 (25). ⑥運輸








































(6) t1午認司や法的行政も， 行政指導と組み合わされる ことが多い。
(7) 助成行政と規制行政はアメとムチにたとえられるが，これらは＇常にセ
ットで行われるわけではない。多くの団（木が，規制のみを受けている。た



































(4) 「コーポラティスム化」の辰間につし＼ては，辻中 (l98Eia : l 986b : 1987) 
参附。




次のようになる。（じ臼政指導 (45.7).@叶認可 (38.3).③且見交換 (36.0).
④払的規制 (33ふ），⑤袖助金 (nぷ），＼＇り協） J・文枠 (l4.3). ⑦委員派追
































































































































































民主 共附祈進 1民主． 祈進
社民 さき民，，ぐ主さ.> 民志さ
太陽 瞑さ太き裔 民杜民主 さ































































































束京 (1,438) 茨城 (l97)
政党数 支持 接触 支持 接触
゜ 6G.8 69 l ,16.7 492 l lfi 7 18.5 淡lo ~l9 l ？ 76 Ei2 l l 7 9 l 
3 3~) 2.4 2S l.O 
4 2G I 2 0.5 0.5 
5 l.4 1 () 00 0.5 
6 0.(i O.G 00 05 
7 O.b 03 00 00 
8 02 0.8 00 00 
1000 100() lClO 0 1000 
支持接触ともに iある程恥以 1。




























新進 0 7:3(0.GS) 100(100) 0.71(0.68) 035(035) 0.54(0.60) 0.72(071) 0.64(0.68) 
民主 0 58 (0.49) 0 71(068) 1.00 (l 0()) (J.:l 1 (0.4-4) 0 77 (0.8:3) 0 6G (O.G9) 0 73 (0 7:3) 
共脱 0 26 (0 26) 0.35 (0.35) 0.40 (0.44) J 00 (1 00) 0 5:3 (0 52) 0 :34 (0.4:3) 0.41 (0. 糾）
社民 0/15 (0 iJ:3) 0 54 (0 (:iO) 0 77 (0 8:31 0 S:3 (0日2) 1 00 (1 00) 0双 (0GG) O.l38 (0 7:i) 
太腸 0 58 (0 52) 0 72 (0.71) O.GG (O.G9) 0'.}! (CH:3) 0 5G (O.GG) l 00 (]00) 0.78 (0 84) 






































































自民 新進 民主 -JtN: rl民 太協 -C. ';ぷC9 
束 京支持 0 25** 0 C(j -0 08* -0日＊＊ -0 l 7** () ()'j 0 0-1 
0 24** Cl 07" -003 -007'' -01ば＊＊ 0 02 0 ()() 
接触 0 l9*' -om -0 [8"* -0必＊＊ -02丘＊＊ -OOG -0 09** 
0 17** -0 C(i -0 t:l*" -0 lb** -0 [9** -0 ();i -() 09** 
茨城文梼 0.29** -0 l l - 0~9** 0 .i9 -0 :l2** -om -007 
0.08 -000 -0 l9* 00:2 -0.2:2* -om -009 
接触 0 2:2** -0 25** -0 32''* -0 30*" -0.3:l'* -0 10 005 
-035 -0 lG -0.30*'し・ -0.29*'; -03[*' -0.17 -0.17 
I i'J: !JI/本執行部 l段 l-tlf本 骰会「i












































両方接触行政のみ政党のみ 非接触 N 
束京 3H :38 :z SA 220 14:38 
農業 G2 9 22 l) 00 14 :3 :35 
経済 ,J] 8 .f):2 5 J 13 9 273 
労慟 •10 9 14 5 227 218 110 
教育 :21J ,j !)88 '~9 22 0 12:3 
行政1関係 ，妬（） ,,)_ •)'-) 00 1 8 1:36 
福祉 :32 9 50 (3 1 :z 15 3 85 
専門家 :3(H -BO ,•) ヽ -f 2:3 0 1:35 
政治 s 2 10.3 21.! I IO :3 29 
市民 ,1:3 :3 .300 8:3 18 .3 60 
茨城 J:3 8 祁 9 .rn ];J 7 197 
152 
表7-5 政党・行政接触のパタ ンーと選挙活動
























表7-6 政治的標的 (1位に選択されたもの） 表7-7 政治的標的と選挙活動あり団体
政党 行政 裁判所 標的の1位 政党 行政 裁判所
束京 l4.5 ;-15 7 65 東京 ~l 7 208 32.3 
茨城 鉛 .7 茨A 70.0 
股業 20 0 48.6 il Lj 数仙は 当該It!体に山める「選粘活動ありJ団体
経済 128 牛17 55 の割合を％表示したもの。
労（勅 30 9 30 9 lt.15 
教育 l8.7 35 0 73 
行政関係 l l.0 牛19 5 l 
福祉 L0.6 ,12.4 47 
専門家 l3.3 40 7 67 
政治 ss 2 Ei.9 138 
市民 1 7 ,11.7 50 
吹城 t6.8 39 l 5 l 
NAがあるので横の合計はl00%にならない。



































,._ぷ, 只c, 般 贅金 人員 候補者
一ン ↑ ↓ —> ＾ ； ー・ ＾ ↓ 一~ ↑ ↓ ート ↑ ↓ 
¥/Di¥ 9l.4 l 9 (i7 %5 09 :!7 SXi.,! 0 9 2 7 %3 09 :28 %6 Q(j 28 
(i2 0 8 ,! 296 7:l 7 (i.¥ l9.9 72ら G5 20 9 (i7 2 8.'! 2°! ,1 G9 5 5 :3 25 2 
農業 889 00 ll l %."l 00 :lb 9:l l O O 6 ¥l sn L JA J.,i 92 9 () 0 7 l 
76 9 00 23 I 8G7 00 1,13 667 00 3:l:l bO O~O O~O 0 66 7 o o :n :i
経済 &'-l G 2 0 9.4 97 l O.L! :Z 5 9:rn O 8 5°! 958 0 8 3A 出 5 l 7 3 8 
団8 8 l 37 l 7丘0 3(i'.!.,) (i:3,l ,l 9 31 7 汲S:l 8:l :l:l:3 国52 l:38 :l 0 
う夕什仇 80 0 3'.2 16 8 8:i.G 00 n,1 91 l I I 7 8 8-'l.8 巳2l:l 0 89 0 l l 9 9 
臼8 56 29.6 (59 8 0 0 30~ 7,12 3己22b 68 2 4 5 273 65 5 3.4 31 0 
教育 955 18 27 97'.2 l 9 0 9 90 lO 00 98 1 l O l 0 OO O O O O 0 
（社3l4J 2l.4 57 l :28.li 14'.1 75 0 25 0 0 0 60 0 20 0 20 0 lOOO 00 00 
行政 93 8 0 9 5 3 97'.l O 9 l 8 97 :l O CJ l 8 岱 :2 00 l 8 :Xj_4 0 l) :2 I 
咬ぶ8 5 9 35 3 57 1 1°! :3ぷ6 727 9 1 18 :Z 71.4 0 0毀8.6 55 b l l l 3'.l
福祉 92.8 0 0 7 2 lOOO 00 00 佼l5 0 0 1 5 985 00 l5 100 0 0 0 0.0 
:)7 5 0 0 b25 lOO O O O 0.0 li67 00 333 66 7 0 ~{) 3 100.0 0.0 0 0 
専門 93.0 2 6 4 3 9:i.'l 2 7 0 9 1000 00 00 991 09 00 lOO O Cl.Cl 00 
55.b 16.7 27 8 60 0 30 0 10 0 lOOO 00 00 66 7 :3:J:l O 0 lOOO 00 00 
政治 85.7 9.S 4 8 90 5 4 8 4.8 76'.Z 9 S l4 :l 80 Cl10 Cl10 Cl 900 00 100 
83.3 1.l 3 6 88 9 5.G 5.6 fil.5 15.4 23.l bb.7 16.7 16 7 Sl 8 00 18 2 
市民 93.2 2 3 4.5 100.0 0 0 0 0 lOOO 0.0 00 lOO O 00 0.0 97 7 0 0 2 :) 
62 S 12 S 2S 0 100 0 0.0 0.0 100 0 0.0 0 0 lOO O 0.0 0.0 75 0 0 0 25.0 
茨城 86 7 48 8.i! 907 40 SJ 95:l 27 20 92.6 ?. 7 4 7 93.0 0.7 33 
75.8 8.8 15.4 767 100 133 69.G 17.4 13.0 7J.2 98 17.l 86.7 2.2 l.l 
(i}l 上段：当該団体全体（こおける・,い1合。 F段：現(1」「[Q(f11i,ともに ~i 該の選塔話動をして l'
ない団体を除外した場合。


















について，次の尺度でお示しください」 (Ql8) という設間がある。尺度は 5
段階で， 「非常に信頓できる」が 5, 「かなり」が4, 「ある程度」が 3, 「あ













82 8 (3.4 10 8 
股業 2 74 288 76 9 :38 19 2 
経済 2 12 2 19 89 S 1.6 89 
労働 2 S9 :2 8:3 78 8 38 17 5 
教育 l 99 I 91 798 1 7 8:5 
行政関係 1 97 :20:Z 76 7 8 1 15 I 
福祉 2 14 2 14 &S 7 :38 7:5 
専門家 :z exう 2 01 81 0 1 4 7.6 
政治 :3 00 270 70 0 2:5 0 50 
市民 2 24 219 7.J.,j 16 3 9:3 
茨城 2.4-1 2 ._Jl) 82 l 7 :i 10.4 
(/l:l) Ii: 側は平均値。右側は~ 「現｛いと 'IO加詞の評価の変化で．‘且該団体に占める割合
を烙表示。


























竺 く社会党（社民党）＞ （％） 
接触 支持 接触
_, ↑ ↓ ー ） ↑ ↓ ー 9 ↑ ↓ 
東京 全体 85 9 4 7 9.4 87.4 4 2 8 3 873 2 7 lO 0 
1農業 82.8 3.4 13.8 89.7 0 0 10 3 83 3 12 5 4 2 
経済 8't2 3 2 l2.6 888 l7 9:i 87.6 28 96 
労慟 80.0 15 0 50 75 0 17 l 7 9 65 l 5.8 29 l 
教育 88 3 2.9 8 7 89 7 2 8 7 5 89 l 2 2 8 7 
行政 79 l (i.t¥ l4 5 図 0 28 l:l2 89 8 2 0 8 2 
幅hi: 87.:) 00 [27 85 7 l.6 12 7 8'15 I 7 13.8 
専門 88.7 4 3 7 0 89 9 3 7 fi.4 907 09 8:3 
政治 83.3 5.6 l l l 飢A 00 5.6 60 O t:) :) 毀7
市民 79 5 l0.3 lO 3 別.6 5 l LO :l 83 :¥ 8 3 8 :~ 
茨城全体 8'L9 S 7 9.4 87 8 :3.8 8 :i 76 l 2.6 21 .LI 
（注l) 記号は （一,)変化なし. (i) 括ヤ［：化、 （し）倅滞化．を示す 。
(IJ2) 数伯は当該団体↑体に占める，＇：り合。％表示 。
-·• ↑ ↓ 
89 3 l 7 9 l 
87 5 4 2 8.3 
91 I 1 9 7 0 
70.9 2.5 26.6 
9S 8 l l 3 2 
9[ ,1 0 0 8 6 
81 7 l 7 16 7 
888 00 ll2 
71.4 l4 3 1'13 
79.4 5 9 l4 7 
79 3 1.8 18 9 
m:n支持と接触の変化は次のようにして筍出した。なお，汁閃対象とした!JI(本はそれぞれの
設間の 「現fr」と「l0'1-1i1りの両方に回答した［寸I(卜I:誰具ってし＼る。
・'<: 持・接触の変化＝（「視(」:」につl. てヽの自L'.;れIi) - (:10年,,;月につし）ての自已評価）









































































内田 (1972), 犬童 (1977). 橋本 (1980), 上林 (1985), 堀 (1985) があ
る。しかしこれらも，休系的な調査に韮づくものではない。






















(5) 代表的研究として，村松・伊藤・辻中 (1986) を挙げておく。なお． こ
の見解は．村松 (1998) においてより明確に表明されている。















民主党0.76. 共廂党0.74. 社民党0.80, 太I湯党0.70. さきがけ0.69。茨城で
は自民党0.88, 祈進党0.77, 民主党0.図共J序党0.45, 社民党0.81. 太I湯
党0.68, さきがけ0.65。相閃係数はすべて 1%水準で有意。




















(16) 蒲島 (1998: 10章）ては投欺ー棄杵に対する組織加人の「媒介」効果
が確認されている。






持上昇1.4%,支持下落2.1%. 支持変化なし93.6%. 接触上昇3.7%. 接触
下落2.9%.接触変化なし93.4%。茨城では支持上昇2.7%.支持下落 0%
支持変化なし97.3%. 接触上昇 0%. 接触下落3.8%.接触変化なし93.2%。
(19) 茨城における社会党支持， 接触の停滞化の大きさは， 茨城における社民
党地方組織の分裂，新社会党の設立が反映している可能性がある。





戦度については水崎 ・森 (1998) を参照。










































































(l) 会見 3-! 0% 623% 
(2) 手紙屯詰 1:3 7% 17 9% 
(3) 人を介して 14.5% 21 9% 
(4) メンバーを動員 21 :i勾 :30.6% 
(5) 直接行動 3:2% :32% 


















アピールすることなどを意味する (Ornsteinand Elder 1978, Gais, Peterson, 
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院で与党257議席（自民党240, 社民党・市民連合応， さきがけ 2). 野党243
議席（新進党142, 民主党52. 共産党26, 太l湯党10, 21世紀4, 無所属 9)。参
議院では，与党lお議席（自民党112, 社民党・設憲連合23, さきがけ 3)' 野
党114議席（平成会61, 民主党•新緑風会21. 共！産党14, 二院クラプ4, 自由
(3) 





















H 4: 多くの組織リソースを持っている団体ほど、 ロビー活動を行う。














































































4 - 1 ロビーの標的
本調査では， 9つのロビー戦術に関して，それぞれどのくらいの頻度で行
使するのかを団体の回答者に尋ねた。回答形式は， 1「まったくない」， 2「あ







































172% 1 2(i 
46 l% l.98 






























































機関 ・団体に提言する」である とした日j{,木は 1, そう でない団体は0とコー
ディングした。


































* p < O.Ol; ** p < 0.05: • p < O. lO (two-tailed) 
従屈変数：ロビー話動のh無。
的中率： 68.8% 
Model Chi-Square : 127.225 
Model -2 Log Likelihood : 8 l2.9-13 
Nage¥kerke R': 0.227 
N =682 




















（日本の利益団体はイ ンサイド・アウトサイド を併用するより も， インサ
イドのみを行使する傾向が強い）の仮説を支持しておらず.Ishio (1999)の
労働政策分野での研究結果と異なる。































































































る。 主成分得点は標準化されているので，全体の平均値は 0である。 したが
表8-5 主成分分析結果（バリマックス回転）
Tactics 第1主成分 第2主成分
与党接触 ：外7 090 
野党接触 626 I Ocl7 
省庁接触 -C61 081 
手紙電話キャンペ ンー □鳳 207 面接行勅 199 大衆集会 260 OLO マスコ ミヘ梢報提供 22l .690 l78 
有料広告 l50 750 -l冷
記者会見 l!.¥Ll 789 238 
% of Var. Explained 27 QC) 20:m l804 
N =374 











農業 経済 労働 教育 行政 福祉 専門家 政治 市民






























執行部 ・・・ について下の尺度でお答えください」。この尺度は l., 7の7
点尺度で， 1が「革新的な人が升常に多い」で.7が「保守的な人が井常に多
い」で， 4が中間で 「同程度」となっている。




してはイデオロギー ， 利益代表数． 省庁関係労働団（本ダ ミー ．政治団休





規制(1<r-F 00お 0 09l -00沃i
補助金 0.001 -0':><l 0.020 
会員数 0.03l -0.076 0.058 
予算規模 -0025 0.055 0.102* 
イデオロギー（保呼） -0 12:'i* -0053 0 187*** 
政策提言TI椋 -0.005 0 159* 0 l27"* 
利益代表数 0 189*** 0 ffi2 0.1638''* 
省庁との関係 -0. l66*** -0.073 
典業団体ダミー 0 0,16 -0.025 0 08fj 
巾民団体ダ ミー -0,00:2 o.m:_: 0.201 *** 
労慟団体ダミー o:nou,, -0 O~Xl -OCWJ 
政治団体ダ ミー 0 l&<i*'* -0 ()()9 -0 (X:i2 
政策スコープ（コントロール） 0.115"* 0 021 0 12'' 
Adj R' 0 289"''" 0 023* 0 l l 5''* 
N =Tl:2 係数は標準IUl~M系数c
• p < 0.10•• [)< 0:i, **• p < 001 (two-tailccl} 
































































































































































(3) 政党勢力の資料は朝日新間 (1997年 1月201」2面）の記事による。





















(IO) 村松ら (1986) の調査では．調l杏対象団体数が少なく（全休で252), 市
民団休は政治団体と同じカテゴリーに分類されていたので，その違いは分
析不能であった。
(l) 朝日祈間 「危機感なき癒着構辿」， 2001{卜3月3L[:I. 4面。
付録：変数のコーディングは以下のとおりである。
補助金受給額．・金額 コート 0円： (1) , 1 ~99万円．・ (2). 100万~499
万円： (3), ら00万~999万円： (4). 1,000万'-'1.99万円： (5). 2,000万～
4,999万円： (6) . 5,0C)O万~9.999万円．・ (7), l億~9億9,999万円．・ (8), LO 
億f月~: (9) 
会員数： 0人:(l) . l ~49人： (2). 50~99人： (3). L00~499人： (4), 
500~999人： (5), l,000~4,999人： (Ei) , 5,000~ 19,999人： (7) . 20,000~ 
99,999人:(8). 10万人~: (~)) 
L9%if/及予箇:: 100万円木満： (l), LOO万以上300万円未満： (2), 300万
8睾 ロビイング 189 
円以上500万円未満： (:3). 500万円以上1.000カ円末禍： (4), 1.000万円以上
籾 00万円未満．・ (s)':woo万円以上 1億円未泣り．・ (G). l億円以上 2億円未
満:(7), 2億円以上10倍:¥Tj未満:(8) . 1 Of息円以上:(9) 
利益代表数： 0人： (1) . 1 ~99人： (2)、 100~999人： (3) . 1,000~4.999 
) ¥ : (4), 5,000~9,9991'-: (合）、 10,000~24.999A: (6). 25.000~99.999 
人： (7), 100,000~999,999人： (8) . 1,000,000~9,999.999人： (9) , 10,000,000 


































































































































／ ヽ／ -0 ~~ ，，< • . 
-~ ー' . 一• eー ,_, - . 一'>ー ,_. . ,_. 
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0 0 ,_. - tゞ ゞ w w 心 Jo> ()1 
t-' O") >ー 。ヽ ← 〇 トー 。ヽ ,_. a、. 
I I I I I I I I I I I 
o-- N NWW ふ 心 (Jl (Jl 
り1 C:, ()1 C:, ()1 C:, (Jl C:, (Jl C:, ()1 
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1.(3% 50.0% 12.2% 




























よう（表 9-2)。第 1部に収録されている247団体のうち， 46.6%にあたる


















9形 地球化と世界志向利益団体 195 
表9-2 団体本部の所在地
東京 I関東＼祖 関1世＼判 地方
l Ji)(,!GG%) ・39 (15 8'.¼,) 52(21 ] 1/,(,) 41066%) 
1982 57 l (J.'36 82 ]睾35 19&'3 51 
9(8J 8%) l (9 1%) l (91%) 0(0%) 
'3](7'38%) 4(95%) 6(ltJ:3%) l (2 :3%) 
3'1(1~] Lj%) :Y!(l6 7%) 4S (22 2為） 4009.7'.><i) 


































3l.l% (i.G% 5'Ll% 








1979年以前 [980年以降 1979年以前 1980年以降
G.l 12 6 28 1 5 
48.4 図 3 :35 7 426 
20.8 20 9 17.4 27.8 
24 7 l:2 l ljL¥ [ 18 0 
N=78-'-l N=239 N=lC6 N=Gl 
表9-5 年間予算（平成8年度）
国内団体(%) 世界団体（％）
[979年以前 1980年以降 [979年以前 1980年以降
lOOh円未満 l 3 20 l 8 4.7 
lOO万円以上!OCXl万円未禍 l l 0 2l4 5 ,1 15 6 
lC',0万円以上l億円未滴 哨ぅ3 LIQ I 淡l7 45 3 
1億円以f-.lO億円未憐 31.6 27,8 415 29 7 
10倍円以上 9.8 87 12.6 47 















活動しようという，まさに "thinkglobally, act locally"を実践する団体が増え




















1979年 1980年 1979年 1980年
以前 以降 以前 以降
股業団体 :30 00 :32 23 00 0.0 
経済団体 21.9 7.4 2:3.2 18 9 85 62 
労慟団体 8.5 37 9.7 49 5 l 1 5 
教育団体 90 85 9.G 75 5 1 15.4 
行政関係団体 10.6 5▼ 3 10.4 12 1 5 1 62 
福祉団体 6.4 cl-.) ,、 5.6 75 43 77 
専門家団休 89 14 8 8.4 10.6 17 l 92 
政治団体 :2:2 l (3 G.4 6.4 2.6 00 
市民団体 37 7'~ 33 57 GO 92 
非営利関連団体 9.2 Ii :3 8.~ iO.G 15 4 12 :3
スポーツ関連団体 I q 90 18 I :5 9.4 92 
学術 ・研究 芸術団体 :2 l 69 2 l 26 99 l 5 
国際交流団体 03 :)8 05 00 l 7 13 8 
NGO関連団体 I 4 :37 09 23 :3.4 46 
その他 1 0 ;ー)．・）） 6.5 7 J 68 32 
N=l 180 N=l89 N=853 N=あ5 N= 117 N=65 
注）非常利団体以下の分類はその他と答えた1:1体を辻中翌が肖分類したもの表示は叫
198 



























2 会員・組合員の経済的利 38.9 
益追求
3. 会員・組合員の生活・権 29.0 
利の防衛
4. 会員・組合員の教育・』Ii 61.2 
練・研修
S. 会員・組合員に補助金・ 12.1 
奨励金の粕旋
6. 会員・組合員に行政上の 10.5 
便宜を図る
7. 梢報を収集し、会員外の 20.4 
機関・団体に提供
8. 政策案を会員外の機関・ 16.7 
団体に提言する
9. 公共利益実現のための啓 27.1! 
蒙活動
10. 他の団体や（固人に資金を 5.9 
助成する。
1. 一般向けのサーピスの提 17.6 
供
11.5 I 41.0 
9.9 I 30.1 




4.2 I ll.1 





































12. その他 l l.6 29.8 I l l.4 l2.6 26.7 3'.l.8 
N = Llfi N = 192 I N =葛1 N=269 N=l20 N=65 


































田内Fri(本 Il界団体 1979奸以 1980年以 1979年以 咽（）年以
（％） （閤） 一flヽ/・：＿ 降 /ー、jlLj 降
叶認可を受ける投1係 38 5 39 0 39/1 没j7 ,10.5 39.l 
法的規制を受ける関係 3(j 0 209 没ぶ3 没so 2.Lj [8.8 
行政指導を受ける関係 49 0 31嶋6 49 9 48.l :l2.8 31 3 
協カ・支持 15 3 lO 2 lS.8 [ti 0 9.5 10 9 
憑：見交換 '.l7.3 3;3 2 37.G 35.6 33.6 35 9 
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このような傾向は， 1980年以降に設立された団体ではさらに強まっている。












表9 9 必要情報源 (1位）
国内団体（％） 世界団体（％）
国内団体 世界団体 1979年 1980年 1979年 i980年
(%) (%) 以前 以降 以前 以降
国の行政機関 27 5 124 28 2 25 7 138 10 7 
自治体 9 :3 3S 92 87 -l 6 l 8 
政党 07 ゜ 07 08 ゜ 00 国会議員 05 I 2 0:2 1 2 09 18 地方議員 08 ゜ 05 20 ゜ 00 学者・専門家 6 1 21 8 :=; :3 87 21 1 i% 一般のマスメディア 90 100 9.Ll 79 l 9 :-3分1 
専門紙・業界紙 1 6 88 JI I 13.4 83 10 7 
協力団体 12 7 94 12 8 12 3 64 16 1 
団体のメンバー l :i.4 :.20 0 15 8 14 2 22 9 16 I 
企業 29 35 28 32 46 1 8 
その他 34 9.4 38 20 0~ 0 ~ 16 1 
N=l 102 N=l70 I N=Sll N=25:3 N=l09 N=沃
表9-10 国からの補助金
国内Il休 但界団体 1979年 1980年 1979年 1980年
（％） (%) 以前 以降 以前 以降
0円 77.A 70 9 75 4 82 9 7:32 698 
1~99万円 29 :3 J :27 38 2.4 1J 7 
LOO万~999Ti円 )() ,j 6:3 1:2 l 50 7.4 /~5 
1,000万以上 D:3 196 97 8:3 17 0 21 0 
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及び他団体との協調関係を間いた質間 (Q27) からうかがわれる。



















国内団休 世界団体 1979年 ］（忍0年 1979年 1980什：
（％） （％） 以前 以降 以前 以降
労慟団体 12 5 10 9 l:3 7 10 8 ] 7 108 
農業団体 78 2 l 83 67 33 00 
経済経営者団体 22.4 l:i.6 :Z:Z l 祁〇 lSS 16 9 
官似 2°1 7 24 :5 25.7 253 21 7 308 
政党 18 2 12 0 18 9 ]8 2 12 5 i2 3 
大企業 168 :Z:Z.4 17 l 19 3 208 27 7 
マスメディア 20 0 ぷ'F）］ 19 7 24.9 :308 牡6
文化人学者 21 7 :3-q -l 21 S 25 7 308 ,lJ 5 
消費者団体 18 l 99 20 I 15 2 10 0 10.8 
福祉団体 20.4 ](-3 7 212 216 J.:j 2 21 S 
NGO 市民・ 付民迎動団休 1 ,J :-i 17 7 l:S :Z l:i6 12 5 27 7 
女性迎動団体 12 8 10 9 J :3 :5 1:3 0 9.2 J:3 8 
自治体 27 (j 19 8 28 2 :30.9 17 5 26 :2
外国の政府 ,rn 20.8 5 1 a!.5 17 5 27.7 
国院機関 80 :?9.7 82 89 22 S 43 l 
外国の利益団休 3A ll S .;,') ;J - 33 75 18 5 


























への情報提供が大きくその割合を伸ばし (20.0%→26.2%), □ ピイングの手
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表9-12 ロピインクの手段
国内団体（お） 世界団体（％）
国内団体 世界団（本 l979ij, 1980年 1979年 1980年
（％） （％） 以前 以降 以前 以降
与党と接触 16 9 IS I 16.8 182 15.8 15.4 
野党と接触 82 8 .3 79 10.4 92 62 
政府省庁と接触 29 7 :3) 8 30.6 :30 9 '.32 S :32 :3
発言力を持つ人 14 Lj 10 9 ].ej 2 16 7 JO 8 10.8 
法案作成 29 57 29 :33 so 62 
データ ・↑青報を提倶 17 9 I 9 :3 17 9 197 18 3 21 5 
委員派逍 120 99 13:2 7.8 1 7 77 
一般会員に働きかけ要請 83 6:3 79 10.4 58 62 
直接行動 26 1.6 27 2.6 l 7 l 5 
大衆集会 65 57 7 l 48 (3 7 :31 
マスメディアに俯報提供 138 219 12 7 19 :~ 200 お 2
有料意見広告 38 :31 :32 59 50 00 
記者会見 77 12 0 87 52 12 5 10 8 
迎合形成 22 :3 18 8 214 0 19 :3 19 2 i8.:'5 
N=l咽 N=l92 I N=864 N=如9 N=l20 N=65 
表9-13 マスコミ掲載回数
国内団体（％） 世界団体 (%)
国内団体 世界団体 1979年 I S380年 1979年 HJ80年
（％） （％） 以前 以降 以前 以後
0回 :n5 158 :35 l 28.6 18 7 1 i 
1~9回 35 4 308 :35 2 32 7 26 3 :ri 0 
10~29回 19 3 28 I 17 8 :24 :z 28 G Z7 8 
:30~99回 92 13 7 87 10 l 15.4 11 1 
100回以上 26 I I 6 22 4.4 l l 0 !'.JO 















































Princen and Matthias Finger, eds. (]994)では尉境間芯に1月わる NGOの多
様な機能を分析している。また宮脇昇 (l998)では NGOと国説機閃の関
係を国連 ・OSCEの比較を通して分析している。また， ThomasG. Weiss 


















Richard O'Brien (1992) 
(G) このような傾向は日本特有なものではない。 ThomasRisse-Kappen 
(1995 : 10-11) によると世界中の国際的NGOの数は， 1972年の2,173団
体から1988年には4,518団体へと倍増し，社会運動を行う国際的 NGOの数
に限っても1983年の319から1993年の533団体へと激増している。








































































08) この点については蒲島郁夫 (1990) はエリートの意識調査のデータ
を用いて実証している。蒲島によればマスメディアは新興集団でし
かも集団固有の利益ではなく，社会全体に利益を与えるような公共財のた











































系的な理論的レピュー研究てある Baumgartnerand Leech (1998)にもとづい
て，整理しておきたい。彼らの整理は（憂れているとはいえ， アメ リカに視野
を限定しており視野が狭い。それゆえ文化的バイアスからも逃れてはいない。
10店 比較のための分析枠組み 215 
利益集団研究の知識社会学的検討は今後の課迎として残しておきたい。
1 現在の利益集団研究の主要分野











































































ロジェク ト（集合行動）をいかにして組織するか である (ibid.)。①の研
究に力を注ぎすぎた結果その機会費用として他の研究分野は軽視された
のである。 BaumgartnerとLeechの結論はだから，理論も確かに大切だが















以上のことを念頭に罹けば， これからの利益集団研究の方向は， (1) 中『カ
と影響力への関心， (2) 政策決定へのインプット（動員・表出）だけでなく，
アウトプット（包摂・統合），および双方へのバランスのとれた関心， (3) (I) 
(2)からマクロな政治休制構迅への関心， (4) マクロな政治（社会）体制論の





















































































2 -3 制度化・権力規制モデル (C)




































































して構想したい。無論 (D) (E) の側面も重要であるが，本書では規範
は政治権カモデルを通じて，グローバル化は近代化・社会発展モデルを通じ
て表現されるものと仮定する。本モデルも，一定の仮説を構想するものの．





































































































































































































































































の（日韓）， "non-profit membership association" (米国）と捉えられているも
のを，市民社会の「組織（化）（本」と して分析する。 それらは従業者と事
業所を有している組織的な団休である。































二 l尚T会 (2.882) I 
、・・・・・・r・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・・・ ・・・・ ・ 
I 
I 
政党・ 政治団体 (72,796)， 
I 
I 




L ... ! .~!.1.:!.~ 企翠叫塁闘四．
1_ -- -- -- - - --- - - - - - -- -- - - -
< 公共・公益性
（資料）団体・法人の位附については総合研究開発機構研究報告街 No.930034『市民公益括動基盤整備に関する
非営利活動団体に1対する経済分折調査』資料 1997.lO (内部資料）の他筆者が追加補充した。 1996年または 1997
資料：辻中 ・森 1998
l l心て 制度化・組織化・活動体 235 
本の市民社会の団体地図
亡コ｝ま法人の概念 は税制上の概念
利益団体 ・NGO・民間非営利団体 (NPO) の存在領域
- - - - - - - - - - - - - - - - 零疇疇＄ 一--------
, .................... . 
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特定非営利法人













































































(85.2%). 公益法人等31.8万 (11.3%)' 政党・政治団（木7.3万 (2.6%). 協同
組合的2.4万 (0.9%) である。

















E 公共法人• 特殊法人 (8.3万）
Eを除く制度化された法人総数は2,338.1万，普通法人2,200.6万（出.l%) . 
非営利法人等137.5万 (5.9%) である。同じく，人口10万人当り数に換算す. .  . .  . . . . . . . . . 
れば，法人総数は8,726,普通法人8,184,非営利法人等511となる。
(10) 






l l芍 制度化・組織化．活動体 239 
C公益法人等 (2.36h): 宋教法人424, 労働組合5奴氾学校法人
1,197, 社会福祉法人1,307,財団法人1,793,社団法人500他.. 
B-C計 3.1万
制度化された法人総数は200,727, 普通法人170,592(85.0 %) . 公益法人等
23,598 (11.8%). 協同組合等6,537(3.3%)である。同じく，人口10万人当. . . . . . . . . . . . . . . . . . . 







2,237, 韓国431が続く。日木を 1とすれば會米日韓比は3.9: l : 0.2である？
米国の多さはとりわけ営利企業（普通法人）が多いためである。営利法人比
は， 4.2: l : 0.2である。
（イ）国家と営利企業組織以外の全休(;ト営利法人など）の意味でも米因511が




































































計局『事業所・企業統計調査』， ExecutiveOffice of the President Office of 









日本 (1993年） アメリカ (1995年） 韓国 (l9¥Xi年）
人口 人Cl 人「l
団（本数 ％ to万人ごと 且If本数 ％ lOfJ人ごと 団体数 ％ 10万人ごと
Z仁ヽ1uき'l- 37,982 (100 0) 30 3 93,7図 (100.0) 35.G lJ,078 (lOO 0) 29. 旦
経済団体 14,728 (38 8) l l 8 14,6"13 (15.6) 5.6 1,230 (9.4) 27 
労慟団休 5,248 (13 8) 42 18,8 L SJ ('.20.1) 72 1,552 (l l 9) 35 
政治団（本 ＆即 (2 2) 07 1,897 (2 0) 07 827 (6 3) 18 
市民団体 41,7臼 (445) 15 9 
専門家団体 5,871 (b 3) 22 875 (6 7) 20 
学術団体 9-'!2 (2 5) 08 
その他の目I本 16,221! (42.7) 13.0 10.760 (LL5) 4 l 8.S団 (b57) 19 2 
日本 (l99l年） アメリカ (1990年） 韓国 (199l年）
．仁今'、 "芸「＇ 泌，140 (100 0) 29.2 88,725 (lOO 0) 35 5 4,l03 (lOOO) 95 
経済団体 l3,798 (38'.2) ll l 12,677 (13A) 5 I UWi (47A) 45 
労働団体 5, l l6 (l 4.2) ,u ) 9,2L)6 (23 4) 77 497 (!2 !) l 2 
政治団体 828 (2 3) 07 1,653 (14) 07 臼5 (l5 7) l 5 
市民団体 39,999 (44.8) l6 0 
専門家団体 5且80 (6 0) 22 703 (17 I) l.Ei 
学術団体 878 (2.4) 07 
その他の団体 15,520 (42 9) 12 5 9,670 (LO 7) 39 312 (7.6) 0.7 
日本 (1986年） アメリカ (1986年） 韓国 (1986年）
£ロ入n全＇「 33,668 (!00 0) 27 7 図，989 (100.0) 35.4 5,6図 (1000) l3 5 
経済団体 L3,386 (39 7) 1 0 11,637 (13.6) 48 3,309 (59 0) 80 
労働団体 4,816 (14 3) 40 20,577 (24 1) 8S [Ll5 (2.6) 0.4 
政治団体 790 (2.3) 0.7 1,315 (l 5) 05 352 (6 3) 09 
巾民団体 37,C67 (43 3) 15.3 
専門家団体 5,236 (6 1) 22 733 (13 1) l 8 
学術団体 679 (2.0) 0.6 
その他の団体 認，997 (41 6) 1 5 9,157 (10令7) 3.8 l以外 (19 0) 2.6 
日本 (1975年） アメリカ (1976年） 韓国 (1981年）
合計 20,614 (100 0) 18.4 80,224 (100.0) 37 5 4知2 (1000) 12 8 
経済団体 10,027 (48 6) 90 12,077 (lS.6) 5.6 3,576 (72 l) 92 
労慟団体 2,268 (11 0) 2.0 22,265 (27.6) LO 3 186 (3 7) 05 
政治団体 532 (2.6) 05 1,371 (1 7) 06 207 (42) 05 
市民団体 33,8図 (420) 15 7 
専門家団休 3,746 (4.6) 1 7 25'1 (5 l) l 5 
学術団体 455 (2 2) 0.4 
その他の団体 7,332 (35.6) Ei 5 6,9l l (8.6) 32 739 (L49) l 9 
]]r存 制度化・組織化・活動休 24 3 
日本 (]%0年） アメリカ (1%2年） 韓国データなし
合計 10, 3:i7 (HXJ 0) 1 I (i:2.:}1:2 (l 00 0) 冽(j
経済団体 4.6~ 忍 (4:i/.l) 50 ! !'  /~! m .8l 62 
労働団体 1,572 (]5 ]) l 7 18,lJ7G (、:30:3) 10 S 
政治団体 JG9 (J 6) 02 81S (I'.3) OS 
市民団体 2i),2: 妬 (1j()'3) 14 0 
専門家Ii体 l "i:姿 (2 ">) O¥J 
学術団体 147 (] 4) 02 
その他の団体 3,77] rn.4) 40 4.816 (7.7) 27 
資料：日本：『事業所統計調査報；匁総務1『統，汁闘各年版。











4 - 1 団体数での特徴の要約















































いことは， . . . . .. . . . . . . . . . . . . 





以上のいくつかの点は団体に関する近代化モデル，社会の経済的な発展モデ. . . . . .. 
ルが当てはまらないことを示唆している。少なくとも，一定レペル以上の社. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  . . . . . 
会発展を成し遂げた自由民主主義体制の社会では，組織団体の密度はほぼ一
定である可能性がある。 . . . . . . . . . 
(b)他方，永続組織団体の種類別構成には大きな違いが観察できる。
傾向に関しても同様である。これはおそらく政治社会体制の性格の相違や経
路依存性 (pathdependence) , 特に団体空間の先取・占拠関係と関連するか









































束京 茨城 ソウル 京畿道 DC ノー スカロライナ
10万人当り 181 5 59.5 80.2 37.8 595.9 54.4 
団体総数 2l奴36 1,762 8,6Ll7 2,874 3,L22 4,LC6 
人口（万人） ll77 2S6 1078 761 52 755 
（国別単位）
公益・非営利法人 273 65 Sll 
団体事業所組織 30 3 29 2 35.6 








1 : 0.6) と要約できるだろ う。











係団体 (9.5%),労働団体 (7.6%)が3カ国中最大，韓国は福祉団体 (13.7%),
農業団体 (3.5%)が，米国は敦育団体 (17.5%), 専門家団体 (14.3%), 政
（し?)治団体 (6.3%) の各団体が他の 2 カ国に比 して多いといえるだろっ。し〗十五. .  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 
も調査有効サンプルに対する比率，非回答もNに含めている絶対比率である。. . . . . . . 











2000年5月調査（全国） ％ ％ 
組合・団体（股業協同組合） 62,082 31.4 股林水産協組 l9,71t7 29 8 
組合団体（農林水産） 10,523 ',),,) '
漁業協同組合 7,232 3.7 
組合・団体（経済） 20,659_ 10.4 経済 l4,320 21.6 
(,jヽ計） (100,4%) (50.8) （小計） （冽，C67) (51.4) 
組合団体（労（動） 14,357 7.3 労慟 5,l39 78 
組合・ 団体（学術 ・文化） 5,133 2.6 学術文化 917 l.4 
組合 ・団体（政治） 4, 瞑 25 政治 800 l 2 
組合・団体 52,769 26 7 その他 15,932 24 l 
事業協同組合 9,419 L¥ 2 
生活協同組合 6,766 3.4 
組合団体（宗教） 6,287 32 
組合・団体（社会保険） 3,2倶 1.6 
医師会 l,4l7 0.7 
1000未満
薬剤師会500 0 3,宵色申告会49L 0.2. 
柑科医師会426 0 2. 税理士会316 0 2.





詑,、,&CJニwt 197,849 lOOO 計 66,2訊 100.0 
表11-4 事業所統計にみる団体 (1999年統計と1996年統計の変化）
最新1999年統計 ％ 1999年 L9%年 1999年 19!li年
政治 ・経済 ・文化団体計 37,138 37,980 -2.2 215,845 2: 灼，C66 -8.6 
経済 淡).6 14,320 14,728 -2.8 93,873 99,388 -5.5 
労（動 l3 8 5,139 5,248 -2.l 19,870 26,541 -25.l 
学術・文化 2.5 917 叫 -2.4 7,102 9,780 -27.4 
政治 22 800 8-10 A.8 3,58l 4,053 -1 l.6 
その他 43.0 15,~2 16,224 -1.6 91,418 %,304 -5 l 
協同組合 29,166 30,775 -5.2 377,761 45l,598 -l6.4 
農林水産業協同組合 19,747 20,998 -6.0 332,%0 399,224 -16.6 
事業協同組合（その他） 9,419 9,777 -3.7 44,801 52,374 -14.5 
計 団体および協同組合 66,254 68,555 -3.4 593,6伐 687,6臼 -l3 7 
サービス業 -1.4 -l.O 
全産業 4.9 -6 5 
話帳での分類に合わせて農協などの協同組合データも含めた（表11-4)。























































































































































































(1) 本曹が， 「民主主義の平和」 (B.Russet 1991)や「第三の波」「文明の衝
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登場している (Diamo叫 19叫，山本正ほか J998)。
(8) (E)分類に入るものとして国レベルには特殊法人と認可法人がある。
また地方レベルでは地）j公共団体が法人格を有しており，その内訳 (2001





































































































































































































































ある。 ............ . . . . . . . . . . . 










日本のセクターごとの設立時期の差がこれに関係する。. . . . . . . . .. . . . . 
ただ，誕生年として見た場合 日本では，団体の設立が波打って続いたと. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 

















































































表12-1 日独放戦の団体形成へのインパクト 表12-2 韓独①年前後の政治体制変化のイン
（敗戦前後での現存団体設立割合） パクト（体制変化前後ての現存団体設立割合）
L926- 1936- L9'l6- N 1£66- 1976- 1986- N 
35年 45年 55年 75{ド 85年 95年
東京 29% 30% 225% l訊5 京畿道 13.6% 19 3% 56.8% 99 
ベルリン 18% 08% 12.7% 4% ハー レ 4.7% 2.4% 68.5% 127 
ソウル 35% 0.9% 38% 343 茨城 16 8% 18.6% 21 7% 179 


























































































すぐ， 90年前後に盛り上がり を示している。 90年の波が断崖状である。生産
表12-3 セクタ 別ーの構成比 （首都％）
生廂者 社会サー アドボカ 宗教 その他 計 N 
ピス シー
日本 30.2 冽5 6 (j 0.8 :27 9 100.0 1403 
米国 22 3 ,~o.7 87 、l.3 no 100 0 715 
韓国 19 0 ,1 0 lOS lO~ 19.0 JOO 0 353 
ドイツ 79 ：灼7 I :1 
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示す。他の定評のある資料，例えばEncyclopediaof Associations (Gale Research 
Company)からは，団体が活性化し収録団休数が増大していることや，団休
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86,..__,91年の期間一旦絨少し， 91年から％年にかけて今度は3倍培である。こ
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図12-7 人口当り団体従業者数と全産業従業者数の推移（日米韓）
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｀ヽ ／ ，．・労働 i 10.800 
・--•.• _、--•. • .,_(<--・・・ 17.200 
ノ.,.• ----. ____経済 !3.600 
．・、ン 専l';
戸岳六言-:-.二．亡二．戸=,;・:=-;:"s:.:・.::こ：こ五こ，,.・.,.,:.・・:.,ー一 ニー麟し」。
1991 1996 1981 l9Sli 
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表12-4 人口当り団体数と全産業事業所数との相関分析
区分 団体計 経済 労（動 学術文化 政治 その他 股協／ 宗教／市民 専門
0淀 l*''0898** 0.657** 0733** 0952** 08淡＊ぷ -0.433 ・O 740** 
〇約5**0909** 0733** 0 772** 0 955** 0 800''* -0.433 -0 891 **
(-0 770**) 











分 団体計 経済 労（動 学術文化 政治 その他 農協／ 宗敦／・市民 専門
1951 ~99年 053'I* 0 339 0009 0 577* 0 708** 0 724** 0 707*" -0 2Ll3 




1959~98年 0598** 0 900** 0 351 0. 924• , 0.8'16 * * -0.127 0.978** 0.%8''* 米国
(il) ・／・ 左はEl本の項目、右は米国の項目。 ・＊は水準0.05で＊＊は水準O.Olで行意。
（ ）内は，.lfiO年~l的9年の相関fir(である。
表12-6 人口当り団体数と全産業事業所数との増減量の相関分析
区 分 団体計 経済 労（動 学術文化 政治 その他 農協／ 宗教／市民 再flj
1951~99年 0 373 0 2:32 0 3-41 0 191 0.713** 0露 -0 109 0 199 
日本 L957~99年 0.559 0 552 0 331 0007 0 770* * 0.377 -0 109 -0079 (0 193) 
米国 1959~98年 0 172 -0.083 0 318 0335 0 057 -0.178 0287 0.683** 
（社：） ／ 左はEl本の項目右は米国の項目。 ＊＊は水準OOlで，有意。
（ ）内は lS60年~1999年の相関値。
表12-7 人口当 り団体従業者執と全産業従業者数との増減量の相関分析
区 分 団体計 経済 労慟 学術文化 政治 その他 農協／ 宗粒／市民 専門
1951 ~99年 0183 04[3 0 L92 0 293 0 270 0.183 0 746** Cl 120 
日本 1957~99年 0.672* 0 759** 0 327 0390 0 259 0.Ll-19 0 746** 0241 (0.81 **) 
米国 1959~98年:-0 039 -0.012 0.092 0293 -0 l汐1 -0 l53 0 l28 0354 
（注） ．／ 左は日本の項目 右は米国のJ負El。 ＊は水準005で ＊＊は水準001で有忍。
（ ）内は l~O年 -[999年の相関値。
高くなり，有意である。
韓国では， 統計調査年が4回しかないので，相関係数には意味かない。 た

































































































































































(2) 辻中 (l994 : 470-474)。村松・伊藤・辻中 (1986: 50-63)。特に辻中
(l984) において戦前戦後の各分野別の（木系的な検討を行っている。












辻中 (1988: 62-63) 参照。




























































主張されてきた。例えば，サラモンとアンハイアー (Salamon& Anheir 1997 
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まず，団体の分布構成比を首都でのデータをも とに確認しておこ う。 す
でに生産者 社会サーピス， アドホカ シー ．宗敦 その他といった大セク
ター分類では歴史的形成において検討した（第12草表12-:3参照）。
そこで触れたように 日本は 「生産者」が特に多く， また 「その他」も多
い。これは第11章の組織化で触れた事業所統計での．「経済」，「その他」の多
さと一致する。 但し． この生崩者には労働も含まれている。他方 事業所統
計より，比率は低い。アドボカシー． （宗教）．社会サービスセク ターは3ヵ














（母数）： □日本 (1,438).I韓国 (371).I米国 (748).回ドイツ (643)











（母数）： 0日本 (197), ■ 韓国 (110),■ 米国 (752).固ドイツ (154)
（注）合計は 日韓米独それぞれ97.5%. 97.2%, 95.2%. 92. l%で，100%にならない。全有効回答への比率。
・残余は無回答の割合。
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米17%, 韓11%. 独6%), 行政関係団休（日 10%.韓5%, 米2%, 独該当
項目なし），労慟団休（日 8%, 韓4%, 光、4%, 独 1%) , そして「その他」
の団休（日28%, 独26%, 米23%, 怖19%) である。逆に他国より少ないの
は，専門家団休（日 9%. 独10%. 怖13%, 米14葛）．政治団休（日 2%, 韓
2 %, 独4%, 米6%)である。
他方で，調査地方の性格が必ずしも均質てないので一般化は難しいが，デ
ータの背景として重要なので調査地方での団休分布（図13-2)も概観したい。
日本の方が著しく組織化が進んているのは農業団休（日29%, りri7 %. 
米 l%, 独 l%) . 経済団体（日 15%, 米10%, 翰4%. 独:3%)'労働団休
（日 11%,韓6%. 米 3%, 独0%) . 行政関係団休（日 5%. 韓4%,米2%, 
独該当項目なし）である。少ないのは福祉団体（日 5%. 独14% 米19%,
韓22%),専門家団休（日 4%, 韓7%, 独8%, 米12%),教育団体（日 3%, 














法人格ありlt.令；（首都） G03% 泌.8% 没 2%
実数 1.1ふ3 n~ :m 
法人格ありJt率（地）j) 67 ,)% 8:d'.)-6 41J 5% 
実数 JCJ7 7:i2 110 
出典:j上中翌およびI.本利益UH本，淵介クル プー.JIGS (!I本） I 997. Q-1. JIGS (米国）
l ¥J9'l. Q-1. JIGS (怜国） l ¥)¥)7. (お
292 
表13-2 団体分委頁別の法人組織の割合
典業経済 労（動教弁行政閲福祉専門家政治 市民家教 その di・ fl(本 l升｛本 tl(本 Et!I本（系FJ-1/木 甘I(木 甘I(木 UI休 ltl/本 !JI(木 他
日本
h 糾 I 74 G GI 7 没旦 77~ GG 7 sn l 4 3 27 1 l )()0 5:l 1 G l G 
法人化 無N 
S.9~S 01 :IB :l 、l8 22 8 3:"l -<I:! 7 ss 7 7~9 0 (} Lj( 9 :i..c.;.✓ J 
~¥1 272 107 l'.!2 l没 ＆！ l3l 28 59 12 401 1,10.s 
韓国
{i bO O 80 Cl ,).cl ,1 (i2 ;') 7S 0 8:Zb 7(-j 7 37 5 57 7 [:-{i 3 70 7 70 0 
法人化 月 LIO O :zo O 55 Ei :), 5 2:i 0 [7.cl 23 :3 6:2 5 ,1:z J ,13 7 29 3 JO 0 
N lO 35 9 :2-l l2 !16 4J 8 必 3:2 ぷ ]l'.l
米且l
fl 咲）9 出A 沃0 92 2 &l 3 919 830 78 7 l 00 0 83 :) 86 l 86 S 
法人化 無入・
9.l 5.6'l"-10 78 35 7 81 170 21 3 00 167 139 135 


















する。 こう した表示は無回答の割合にも注意を払う ためである。 無回答は，
単なる回答拒否回答忘れ，非該当など複数の理由が考えられる。









: ~7~,it~Allli 99999) （母数） ：□日本 (1,438), Il韓国 (371), ●米国 (748),国ドイツ (643)
（注） 合計は日韓米独それぞれ56.9%.61.9%, :5.2%, 62.0%で l00%にならない。全有効回答への比牟
残余は「O」と「無回答」の割合。ご こで， 0は無回答との区分けが容易ではないため， 残余処理する
図13-4 日韓米独の会員敬（団体） 分布（首都）
20 ,_ 






















日米において最大カテゴ リー (250団体以上）がモー ドであるが，米固の方が
その割合が相当大きい（米20%、日 9%, 韓6%, 独4%)。 地方でも同様に
米国の団体会員規模が大きい。米日韓独の順で団体会員は少なくなる。
日本では， 恐らく中央で半分，地方で 3割が団体会員を持ち，全体の l,._, 
2割（団体会員のあるものの3,.._,4割） は100団体以上の団体会員を有してい
るのである。
4 -3 団体の財政規模と常勤職員規模 ：首都
（日米韓独の各JIGS: Q34 /Q37 /Q22 /Q32, Q33 /Q36 /Q21 /Q32) 
団体の会員規模にある程度の共通性が確認されたが，団体の組織リソース
としてより直接的な財政規模と常勤職員数に注目 してみよう（図13-5,6,7,8)。
米韓独との比較のために ドル，ウォ ン，マルクを それぞれ円対比でウォン
は l/10, ドルは100倍マルクは50倍のレート として換算した (1997"'--'2000
での変動あり）。 財政規模と職員数は互いに規定し合うもの，財政規模に応
じたスタッフが雇用されるものと推察できる。しかし，非常勤職員やボラン















（母数）： □日本 (1,438). 謳韓国 (371). 匿米国 (748).国トイツ (643)








（母数）： □日本 (197), 麗雑国 (110),■ 米国 (752),日ドイツ (154)







゜1人 I 2人 I 3、4人 I5~9人 10~29人j30~49人I50~99人 100人以上（母数）： □日本 (197), 璽韓国 (110),■ 米国 (752), ロドイツ (154)




































市民 政治 市民 政治 市民 政治
El都個人会員数 相違はなl' i合iし＼ ・高(.、 高し、,:.: it':し＼ 困il ¥ 
打給の従業者数 低い 相迎はなlI t[国はない柑違はなし立十[I迎はない HI迫はなし＼
予院t 低し＼ 相違はなll f[I迎はなし＼ 屯，・+高し立 高し、 相述はなlヽ
地が個人会員数 ・fU迫はなし＼相迎はない柑追はない — l 励い ~ りし＼
有給の従業者数 ftl、 低（、 低(.¥ -・l f,':f沿1し、 相逸はない
予筍 低（、 低し、 低t、 一・I ,if/jし、 相追はなし＼
出典： El韓米のJIGS調和
ii'.l: 相対強度につし＼ては調杏設間にけのクロス表から．市民政治のU/(本分類と，混1介IJ/本全体の分布の形
を比ぺて． 「大変低し＼．低l'・ HI違はなし＼．伯iし＼． 大変泊iし＼」の5段階評価で，；平価したもの。




政治団（本 Tri民団（本 その他 r.  
日本韓国米国 El本韓国米国日本韓国米且l El本韓国米国
゜l2 0 00 2 3 20.8 00 00 79 00 7.6 7.5 00 4 l 20.0 22.2 6.8 28.2 0.0 7.1 15.8 2[→ 2 1.l 133 ll.4 8 l 2 12 0 00 9 l 14.6 30.4 71 141 212 69 150 169 94 
職員数 3. 4 24 0 41.'l lS.9 16.7 26 l 7 1 24.6 5.8 153 202 192 142 S-9 24 0 22 2 25 0 63 21 7 28.6 18.6 192 139 207 162 175 
（常勤） 10-29 4 0 11 l 22 7 63 8.7 286 130 15.4 20.l 148 179 210 
30-49 0.0 00 23 00 43 7 l 25 1.9 63 30 39 6.8 
50-99 0.0 0.0 9.1 2 l 4.3 14 3 23 5.8 5.6 2.4 52 67 
LOO以上 40 00 68 42 43 00 l l 9.6 l32 30 94 l2 2 
計 100 0 100 0 100 0 100 0 100 0 100.0 100 0 100 0 lOO O 100 0 lOO O lOO 0 
N 25 ， 44 48 23 14 35-<I 52 [L¥_L¥ l250 308 659 
出典 日米韓国JIGS調査 El本 Q33韓国 Q泌米国 Q2l 

















































































































動目的）， Q3(団休の政策関心）'Q4 (団休の法人格有無と分類）， Q6(団体
の地理的活動範囲）， Q8 (国の行政との関係）, Ql3 (政党：自民党との支持関
係）， Ql4(政党：自民党との接触関係） • Ql3 (政党：新進党との支持関係）．
Ql4(政党：新進党との接触関係） • Q13 (政党：民主党との支持関係） • Ql4(政
党：民主党との接触関係）, Ql6 (国の予算編成への慟きかけ）， Q19(働きかけ
の有効な対象） • Q21 (働きかけーロビイングーの種類と程度） • Q22(情報の収











団(i分加 (QO!Ol) 5 fi敗I葵If系団（本
の伐係l沿進党とr 
新進党の支持 lしな（＼
6 fi¥tl: 団（本 (Ql312) 2する
7専門家団（本 沿i進党と接触程度 lしない







関心分野 l 3公共間発政策 国の予1j'/編成に（動きかけ l しなll 
(Q2) 4福祉政策 (Ql6l1) 2する
5教育政策







活動目的2 2経済利益の組織 け 2 -tf効





(Qcl) 3特殊．福祉法人な ど ， 政府省庁と接触 lしない
4法人格がない (Q2103) 2. する
l. 市町村レベルの活動 ？； 専門梢報の提供 lしない
活動範囲
2県レベルの活動 の (Q2 lfi) 2する
(QOOOI) 
3. 広域圏レペルの活動 :~ マスコミに梢報提供 l. しない4. El本全国レペルの話動 (Q21 l l) 2する
5. 枇界レベルの活動 他団体と連合形成 lしない









国 (Q0803) 2受ける 5その他






国と意見交換 lしない 3 55年~74年
(Q080S) 2する 4. 75年以後
国の密議会等に委負 lしない インターネット梢報発信 I Jf・発信
の派造 (Q08C6) 2する ((): 妬03) 2発信
行政退職者のポスト lしない
提供 (Q0807) 2. する
注） 1. 関心分野 ：「Q2. あなたの団体が関心のある政策． ．．． 」の質間項目である「1. 財政政策~22.そ
の他」を上成分分析により．比約したものである。辻中ほか1999の内．辻中 ・應論文（『選学』 52巻ll
号）参照。
2. 括動目的： fQJ あなたの団体のこじな目的．活動は．．．．」の'!Jll¥l項目である fl, 会員 ・糸IL合貝ヘ
の梢報提供~12. その他」をJ-:戚分分析により．躾約したものである。
:l. 欠掛値がある変数についてはその町Ilに対し．否定的と見i直し.QOlOと. Q220Iは fその他J.(flは
直人格がな l-lJ, Q(沿01~ Q0807は「受けな()J又は「しなし'J.Qt:ll l ~()131:l, Ql'1l l ~ ()1,1:l. 
Q2101~ Q211'1ぱ 「まったくないJ.「あまりないJと共に「しなし＼」. Ql6llは「しなし1J. Ql9ll~ 
Ql913は「非{i;珈. Q3603は「Ji)c/ci」でリ ーコードしたものである。






第 I軸， Il軸. lI軸を SPSS版数量化プログラム (ver.7.5) を用いて計算
した。





自民党への支持 (Ql3), 与党との接触 (Q21). 予靡編成への働きかけ有り
(Q16), 情報の収集源政党 (Q22). 専門的情報の提供 (Q21), 政治団体 (Q
1), マスコミヘの情報提供 (Q21)' 国の行政への協力有り (Q8). 政府省庁
との接触 (Q21)' 他団体との連合 (Q21), 審議会への委員派遣有り (Q8)'
そして農業団体 (Ql) などが目立っている。
また正の軸ではその他の情報廂 (Q22). 自民党との接触なし (Ql4). 政
府省庁との接触なし (Q21). 経済政策への関心 (Q3)' 世界レベルの活動















































































団体分類 活動目的 関心分野 法人格
分類
活動範囲 国との関係
H7り 現代日本市民-ti会の1月休配岡構造：要因相互間の関連 309 
310 
? ｝

















































































































































































































































































































































































































り (Ql4), 労働団体 (Q1), 市民団体





員派遣 (Q8)' 農業団体 (Q1)' 国の
行政への協力 (Q8)'社団法人 (Q4)' 






















3 -3 第II軸 地球化・情報志向一国内・モノ志向の軸





(Q 4). 広域直レヘル (Q6)' 経済団休 (Q1)' 県レベル (Q6). 市町村レベ
ル (Q6)' 経済政策志向 (Q2)、福祉政策志向 (Q2). 経済的利益の組織 (Q
3), 労働団体 (Q1)' 福祉団体 (Ql), 行政団（本 (Q1), 国の法的規制を受
ける (Q8) などが目立っている。
他方，正の側では， 世界レベルの活動 (Q6)' インターネット上にホーム
ページ作成し情報を発信 (Q36-3), 教育政策志向 (Q3)' 経済政策志向 (Q
2), 専門家団体 (Q1), 市民団体 (Q1)' 教育団体 (Q1), マスコミに情報
提供 (Q21), 政治的利益の組織 (Q3). 政治団体 (Q1)' 専門情報の提供










l l亭 硯八1本巾民ti会のIl休配附描泊 波1入甘l11間の関連 317 
4 団体特性の配附構造
























































I ―--—-・情報提供 1 
らの情報収集・































































「裁判所が慟きかけに有効」 「専門家から の情報収集」 「協力団休からの情報収
集」「その他からの梢報収集」といった政治・行政から自治的志向けが含まれ
る。
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団体（ら， 2,4), 特殊・社会福祉法人ほか (4,6, 2) 
政治関与積極一行政志向一国内モノ志向： 5,.__,74年設立（弱，弱，事几農業
(2,1,l)、経済 (3,5, 3), 行政 (6,3, 6) の団（本
政治閲与積極一行政志向ー地球化情報志向：社団法人 (7,2, 7) 
政治関与消極一行政志向ー地球化情報志向：財団法人 (13,4, 5), 教育
(12, 8, 3), 専門家 (10,6, 1), その他の団体 (11,7, 8), 44年
以前（中，中. iJ蚕）
政治関与消極一行政志向一田内モノ志向：なし
政治関与消極ー政党志向一国内モノ志向：福祉団体 (14,5, 5) 
政治関与消極ー政党志向ー地球化情報志向：75年以降設宣（弱，弱，中），法







].j !:', 現代I本巾LUI会の1・体配iな構出 伎lkH廿l-1間の関辿 329 
これは55;ト（木制における保革対立型の団休分姐と罰なる構凶である。















































































l~ 年3早 J々・ャム和≪nu 3 3 3 
が政策関心をもつこと，半分的後の団休かロピイングや政治アクターと関係





























































JSが． 鈷論 335 
党といった異なるルート．異なるアリーナ（舞台）て自己を表現する可
能I、生がある。












第 J軸 第］］軸 第m軸
—-—地球化・情報志向 政治団体
政党志向_J









地球化・ 惜報志向 一―— 社団法人
地球化・惰報志向 -——財団教育専門家， その他
―—44年以前設立
国内モ ノ 志向 ―---—なし
国内モノ志向 ―-— 福祉団体


































































































I:)~i 紺i 、海 339
はそれぞれある『鷹恥兄得）Jある訓拠が見出されたように思われる。それゆ
え、今後の方[i'J]として． メデ ィアの役割の州）¥, 妍しし屯廿木の組織リソース
の脆弱It. 井政治『I:.既成Ulf本の政治への消極化は組織政治の弱（本とポピ
ュリズムを招l開する 1iJ能刊も否定できなし）。
























JIGS』月杏がu木てなされたl\)~)7年以役 急速に 1 :m 家 の Iii 休政第か変容して
し＼る i1TfiU'Iも否正てきなし ¥0 98りの NPO止、人だけなく. 2000年.2001年に
340 
は特許業務法人．中間法人．弁護土法人が創設され. tl: 会幅祉仏人制度改正
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4 会員 ，組合員の教脊，訓練 ，研修e
5 会員 ・組合員に、［月や官応休からの補助令や奨励金を点＇嘩する。
6 会員・紺合員に、許認可や契約な との行政上の使‘立をはかる。













財団法人 ( ) 5 認可地緑団体 ( ) 9 農業協同組合 （ ） 
社団法人 ( ) 6 労働組合 ( ) 10 中小企業事業協同組合（ ） 
3 特殊法人 ( ) 7 商工組合 ( ) 11 株式会社 （ 



















































































： ③かなり栢繁②ある程度①まった〈ない ： 






































































































































































[ 10年前] (l)する (2)しない
018 あなたの団体の権利や利益、意見を主張するとき 、行政楼関や政党、国会謙員はどの程度信
頼できるとお考えでしょうか。現在と10年前について、次の尺度でお示 しく ださい。
⑤非常に信頼でぎる ④かな り ③ある程度 ②あまりでき ない ①ま ったくできない
【行政機関】 現在（
｛ 政党• 国会議員］ 現在（
10年前（
10年前（

























！⑤非常に頻繁 ①かなり ③ある程度 ②あま りない ①まったくない！
L----------------- I _________________________________ _, 
(l) 与党と接触する（糀話 ・会見など）。



























































全国紙新開記者 （ ） 
地方紙新聞記者 （ ） 
全国・地方テレビ放送記者（ ） 













②普通 ②中立 ②渦 足
①弱い ①反対 ①不 満
. ,. . 
(l) 80年12月 外国為替及び外国貿易管理法 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
の一部を改正する法律施行
(2) 82年8月4日 老人保健法を国会が可決 3-2-1 3-2-1 3-2-l 
(3) 83年3月15日 第二次臨時行政調査会答申 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(4) 訊年8月7日 健康保険法改正を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(5) 別年12月14日 電霞公社民営化三法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(6) 85年5月17日． 男女雇用機会均等法可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(7) 86年1月28日．国鉄改革関連八法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(8) 88年12月24日 消費税法案を可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(9) 92年6月15日 国連平和維持活動協力法案可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(10) 93年12月7日 米輸入部分的自由化決定 3-2-1 3-2-1 3-2-1 
(1) 94年 1月29日 政治改革4法案の可決 3-2-1 3-2-1 3-2-1 


































．• 9 消翡者団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 
10 f品祉団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ （ 
1 NGO・ 市民運動・住民運動団体・・・（
12 婦人・女性運動団体・・・・・・・・ ・ ・(
13 自治休・・・・・・・・・・・・・・ ・・ ・・・・ ・・ ( 
1 外国の政府・................( 
15 国際椴関・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （ 
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? 9 消質者団体
10 福祉団体・,,,.,,... 



































設立時 人 団体 （ 人）
JO 年月rj 人 団休 （ 人）
視 在 人 団体 （ 人）
033 あなたの団体には｀有給の器員が何人おられますか。
常勤（ ）人 非常勤（ ）人













国から（ ）万円 ・自治体から（ ）万円
036 最後に情報椴器導入の程度についておうかがいします。
(1) あなたの目淋は、 何台0)コンビ土ーター（パソコン）をお持ちですか。ロニ~ 台
(2) あなたの団休は、虚子メールを使って他の組琺と情報の交換を行なっていますか。
□している 口していない




































































































































団体従業者数と全崩業従業者数の推移 設立年 256 
279 ー一解釈 259 
団体数と全胎業事業所数の推移 278 
「政椛党ネ ソトワークJ 14 7 











政治1梵lサの積極性と地球化 ・t;り報．むr,';1 321 
i女-:,~~, h-il1J.、→と,,]と地球化 ・柏報志,:,) 325 
た行









一呻I 4 3 


































トラ ンズナショナル 104,221,222 
な行
永井I湯之助 39 









































三宅 .ー郎 159 
ー 「エリートの平等観調査」 41,58 
人間関係資本 (socialcapital) ミルズ 20 
216,219、230-231 村松岐夫 16,41,120,132 
索りI 365 
「宜僚調杏（］次，2次）, 41 - ¥It界 225 
---『戦後日本のl_f);団体』 一一の発展（変化） 223 
40,41-47,51,132 『レヴァイ アサン』 98冬臨増号「政権移行期の
『戦後日 本の窮似制』 10 JI); 団体J 48,51 
一「日!ft- 訊~~ぷ（］；欠l(Jt'30,2玖く1991)" レヴィ 236 
メディア多元主義 3i、33
や行






























Schlozrnan and Tierney 215 
Truman 218 
V. 0. Key Jr. 84 
Walker 215 
と・ 執筆分担について．太字は単独執筆，その他は共同執筆。




年。『日本の政治 第 2版』有斐閣200l年（共著）。 ComparingPolicy Networhs 
Labor Politics il the U.S.A., Germany and Japall. (Cambridge U.P. 1996 
coauhtor). "Japan's Civil Society Organizations in. Comparative Perspective, "in 
Frank J.Schwartz and Susan J.Phar eds. The State of Civil Society il japan 
Cambridge U.P. 2002 











のアクター ・団体問閲係の構造」『選挙』 52巻10号 (1999年共著）。
石生義人 （いしお よしと） (8章）
L知年 福岡県生れ。ミネソタ大学大学院 Ph.D.(社会学.L995年）。 現在
国際基督教大学教旋学部社会科学科助教授。 Ishio,Yoshito. 1999. "Interest 
Groups'Lobbying Tactics in Japan and in the U.S.: The Influence of Political 
Structures and Conflict on Tactical Choices." Southeastern Political Review 
27(1999): 243-64. "Determinants of Interest Groups'Coalition Participation: An 
Analysis of the U.S. Labor Policy Domain.''American Review of Politics 
18,(1997): 269-289. ~ ま力＼
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(b) 各田首都地域ともう 1地方の 2地域への調査，
(c) 無作為系統抽出法による団体調査，
(cl) 異なる文化的背景を持つアジア， ヨー ロッパ， アメリカ大陸に罰る，凋査，




頁数 行数 誤 正
16 下2 ・・・（次の第 1章・・・ ・・・（次の第 2章・・・
78 図の凡例 圃 米国(U) 圃日本(J)
口 日本(J) □ 米国(U)
176 表の注 * < 0.01 ** < 0.01 
225 図の副題 C: 統合空間モデル C: 統合空間ダイナミックスモデル
362 下 8 過去（軌跡）依存性(path
経路依存性(pathdependence)・ ・ ・ 
dependency)・ ・ ・ 
366 上 18 ・・・（チェ シ＇ョン）．．． ・・・（チェ ジェヨン）．．．
…社会工学系・・・ …社会工学研究科…
・辻中豊編著 (2002)『現代日本の市民社会・利益団体』木鐸社．
